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経営の概況 

弊行は、従来より、公的資金の返済を経営の優先課題と位置付け、経営基盤の確立及び

企業価値の向上に努めてまいりました。公的資金完済に向けた道筋を確かなものとすべく、

平成 24 年 8 月 27 日に「資本再構成プラン」を策定し、平成 24 年 9 月 27 日の臨時株主総

会を経て、正式に同プランに基づく公的資金返済手続きを開始いたしました。また、平成

25年2月27日に「あおぞら銀行のビジネスモデルについて～“頼れる、もうひとつのパー

トナーバンク”を目指して～」を公表いたしました。引き続き、資本再構成プランを着実

に実行し、安定的・継続的な収益基盤を有するビジネスモデルを一層発展させ、確立して

まいります。 

 

 

1. 平成26年 9月期決算の概況 

(1)概況 

平成26年 9月期の業務粗利益は、427億円（経営健全化計画の平成27年3月期計画890

億円に対し、進捗率48.0%）、業務純益（一般貸倒引当金等繰入前）は、253億円（同計画

495億円に対し、進捗率51.0％）、税引後中間純利益は、282億円（同計画値390億円に対

し、進捗率72.2%）となりました。 

 

(2)資産・負債の状況 

平成 26 年 9 月期の総資産（平残）は、平成 26 年 3月期比（以下、前期比）1,242 億

円増加し、4 兆 6,473 億円となりました。貸出金（平残）は、前期比 128 億円増加し、

2 兆 6,177 億円、有価証券（平残）は、前期比 679 億円増加し、1 兆 2,951 億円となり

ました。 

経営健全化計画の平成 27 年 3 月期通期計画に対しては、総資産（平残）は主に、貸

出金（平残）が計画を下回ったこと等により、通期計画の平残を 6,427 億円下回りまし

た。 

負債の部合計（平残）は、前期比 1,302 億円増加し、4 兆 1,487 億円となりました。

預金・譲渡性預金（平残）は、前期比 237 億円増加し、3 兆 877 億円、債券（平残）は、

前期比 368 億円増加し、2,033 億円となっております。 

経営健全化計画の平成 27 年 3 月期通期計画に対しては、総資産（平残）が計画を下

回ったことに伴い、総負債（平残）も計画を 6,013 億円下回りました。 

純資産の部（末残）は、平成 26 年 3 月末比 20 億円増加し、5,093 億円となりました。 

 

(3)収益の状況 

平成 26 年 9 月期の業務粗利益は 427 億円となり、経営健全化計画の平成 27 年 3 月期

計画 890 億円に対し、進捗率 48.0％となりました。 
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資金利益は、通期計画 540 億円に対し、236 億円の実績（進捗率 43.7％）となりまし

た。これは、国内外の金融環境等を勘案しつつ慎重なリスク管理を行うとともに、ボリ

ュームのみを追求するのではなく、資産効率の向上・適切なリスク・リターンの確保に

留意しながら、選択的に資産の積上げを図ったことにより、貸出金の平均残高が通期計

画を下回ったこと等によるものです。 

役務取引等利益は、リテール関連の金融商品販売手数料が堅調に推移し、ほぼ計画の

ラップどおりの進捗となりました。貸出関連手数料についても、前年同期を上回る実績

となりましたが、国内貸出市場で厳しい競争が続いたこと等から、計画対比ではラップ

を下回りました。この結果、役務取引等利益全体では、通期計画 168 億円に対し、72

億円の実績、通期計画に対する進捗率は 43.1%となりました。 

特定取引利益は、事業法人・金融法人のお客様のニーズに合わせたデリバティブ関連

商品の販売が好調であったことから、通期計画 66 億円に対し、50 億円の実績、通期計

画に対する進捗率は 76.2%となりました。 

その他業務利益は、国債等関係損益で 32 億円を計上する等、通期計画 116 億円に対

し、68 億円の実績、通期計画に対する進捗率は 58.9%となりました。 

経費につきましては、引き続き厳格なコスト管理に努めた結果、通期計画 395 億円に

対し、175 億円の実績、通期計画に対する進捗率は 44.2%となりました。 

以上の結果、平成 26 年 9 月期の業務純益（一般貸倒引当金等繰入前）は 253 億円と

なり、通期計画 495 億円に対し、51.0％の進捗率となっております。 

与信関連費用は、貸倒引当金戻入益が発生したことに加え、大口の償却債権取立益や

債権売却益等を計上したことから、通期計画 65 億円（費用）に対して 104 億円の益と

なりました。 

以上の結果、平成 26 年 9 月期は、経常利益は 366 億円（通期計画 420 億円、進捗率

87.2%）、税引前中間純利益は 366 億円、税引後中間純利益は 282 億円の利益（通期計画

390 億円、進捗率 72.2％）となりました。 

平成 27 年 3 月期通期の業績見通しは、業務純益（一般貸倒引当金繰入前）475 億円、

経常利益 495 億円、当期純利益 420 億円としております。 

平成 27 年 3 月期における普通株式の配当につきましては、連結当期純利益の 40%を

配当総額とし、当期末の発行済普通株式数（自己株式を除く）で除した額を 1株あたり

年間配当の予想額としており、この結果、1株あたり配当予想を年 14 円 70 銭としてお

ります。 

また、優先株式に関しましては、通常の優先配当に加えて、資本再構成プランに基づ

き、資本剰余金を原資とする 204.9 億円の特別優先配当を実施する予定です。 

 

－ 2 － 
 



 

2. 経営健全化計画の履行状況 

 

(1) 業務再構築等の進捗状況 

イ．資本再構成プランについて 

弊行は、公的資金返済への道筋を確かにするとともに、株主の皆さまの利益に資する

包括的な資本政策として、平成24年 8月 27 日に「資本再構成プラン」を公表し、同年 9

月27日の臨時株主総会での承認を経て、同プランに基づく公的資金返済手続きを開始いた

しました。同プランは、平成 34 年までに残る公的資金を確実に完済するための計画とな

っており、その実施状況は以下の通りです。 

 

＜公的資金の分割返済＞ 

①公的資金の返済原資の確保 

・資本金から 2,658 億円を「その他資本剰余金」に振替え（平成 24 年 11 月） 

②優先株式の転換期間延長 

 ・優先株式の転換期間 10 年延長（平成 24 年 10 月） 

③公的資金の一部返済  

・第 5回優先株式 227 億円の買戻し・消却（平成 24 年 10 月） 

④公的資金の 10 年分割返済の開始 （平成 25 年 6 月開始） 

・その他資本剰余金を原資とする第五回優先株式に係る特別優先配当 

第１回特別優先配当（204.9 億円）の実施（平成 25 年 6 月) 

第２回特別優先配当（204.9 億円）の実施（平成 26 年 6 月) 

この結果、同プランに基づく公的資金の返済額は平成 26 年 6 月末時点で合計 636.8

億円となり、公的資金の要返済残額は 1,639.2 億円となっております。 

 

＜普通株主への還元強化＞  

⑤自己株式の買戻し完了 

・ 平成24年10月～25年3月まで普通株式 330百万株取得（発行済株式数の20％、

取得総額 839 億円） 

⑥配当性向の引き上げ 

・公的資金完済までの間、普通株式の配当性向を連結当期純利益の 40％に引上げ 

 

加えて、平成25年度より邦銀初の四半期ベースでの配当支払いを開始いたしました。 

 

今後も同プランに従い、残る公的資金の返済を着実に進めてまいります。また、返済の諸

条件が整った場合には、財務の健全性や市場の状況を慎重に考慮した上で、できるだけ早

期に残る公的資金を完済したいと考えております。 
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ロ．ビジネスモデルについて  

～“頼れる、もうひとつのパートナーバンク”を目指して～ 

 

弊行は、平成 25 年 2 月 27 日に「あおぞら銀行のビジネスモデルについて～“頼れる、

もうひとつのパートナーバンク”を目指して～」を公表いたしました。 

 

【ビジネスモデルの全体像】 

 
 

【ビジネスモデルのポイント】 

 マスアフルエント層（金融資産30 – 500百万円程度）を始めとしたシニア層のお客

さまからの個人預金を資金調達の柱として、中堅中小企業を始めとする法人のお客

さまの様々な事業金融ニーズに応えられる、高度な金融スキルを活用した課題解決

型で付加価値の高い貸出業務展開を、ビジネスモデルの中核としてまいります。 

 

 加えて、個人のお客さま向けには、投資信託・保険・金融商品仲介による運用商品

のご提供を、法人のお客さま向けには、不動産や事業再生等に関する各種の最適な

ソリューションをご提供する等、それぞれのお客さまのニーズに対応してまいりま

す。 

 

 地域経済においては、地域金融機関との協業を通じて、中堅中小企業を始めとした

地域のお客さまとのビジネスに積極的に取り組んでまいります。 

 

弊行は、弊行が有する「10 の強み」を活かし、「シニア層のお客さまにフォーカスした

リテールバンキング」「中堅中小企業のお客さまへの取り組み」「地域金融機関との協働」

「スペシャルティ・ファイナンスへの取り組み」の「4つの柱」にフォーカスすることで経
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営資源の有効活用を図りつつ、行内の金融ノウハウを結集することによって、お客さまか

ら真に信頼される“頼れる、もうひとつのパートナーバンク”となることを目指しており

ます。 

平成25年 4月1日には、スペシャルティ・ファイナンスに代表される弊行のノウハウを

集約化し、お客さまに対し「ワンストップ」かつ「高度なソリューション」をご提供する

部署として、チーフエグゼクティブオフィサー（CEO）直轄組織であるビジネス・イノベー

ション・オフィスを設置し、個人・事業法人及び地域金融機関のお客さまに対し、課題解

決型で付加価値の高いソリューションをご提供しております。 

 

【「10の強み」と「4つの柱」】 

弊行が有する「10 の強み」を活かすことによって、「4 つの柱」にフォーカスしておりま

す。 

フルバンキングによる全国展開

中立的立場

マス・アフルエントを
中心とした個人顧客層

テーラーメイド型営業スタイル

地域金融機関ネットワーク

ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨ･ﾌｧｲﾅﾝｽ分野
におけるﾄｯﾌﾟ･ﾊﾞﾝｸ

ﾛｰ･ｺｽﾄ･ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

強固な財務基盤

ｽﾋﾟｰﾃﾞｨｰな社内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを
可能にする企業規模

人材の多様性

地域金融機関との協働

シニア層のお客さまにフォーカスした

リテールバンキング

中堅中小企業のお客さま

への取り組み

スペシャルティ・ファイナンス

への取り組み

企業基盤

営業基盤

１０の強み ４つの柱

 

 

 

【主な取組み状況】 

ビジネスモデルに掲げる「4つの柱」に係る主な取組み状況は、次の通りです。 

 

シニア層のお客さまにフォーカスしたリテールバンキング 

弊行は、顧客基盤の中核となる、シニア・マス・アフルエント層のお客さまへのセカン

ドライフの資産運用サポート業務を更に強化するため、新リテール・ブランド戦略

「“Brilliant 60s(ﾌﾞﾘﾘｱﾝﾄ・ｼｯｸｽﾃｨｰｽﾞ)” ＝ 輝ける60代」をターゲットとした、メッセ

ージ「Brilliant 60sを、ごいっしょに。」を展開しております。 
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お客さまの様々なニーズに適切にお応えするため、“Brilliant 60s”向け運用商品や仕

組預金、投資信託、保険、及び子会社あおぞら証券株式会社を通じた仕組債を始めとする

金融商品仲介による各種運用商品を随時ご提供しております。 

平成 25 年 10 月にリテール戦略部を新設し、顧客ニーズの分析を通じた商品開発を行っ

ております。この延長線上で、平成 26 年 5 月には、弊行が 100％出資するあおぞら投信株

式会社の業務を開始し、同社が 7 月に募集を開始した個人向け第１号ファンドである「あ

おぞら・新グローバル分散ファンド(限定追加型)2014-08」の販売は好調に推移し、10月 1

日をもって販売を無事終了いたしました。このほか、平成26年9月にはシニアの方々の暮

らしぶり・老後の意識・資産運用・旅行や外食・趣味・お子さまやお孫さまについて等、

様々な視点からお金に関連する実態やその意識を調べることを目的として「シニアのリア

ル調査」を実施いたしました。また、各種セミナーを開催し、お客さまへの情報提供、並

びにお客さまのニーズの把握に努めております。 

行員のコンサルティング力の強化につきましては、お客さまの課題解決に最も必要なイ

ンフラは、“人材”であるとの認識の下、「商品知識の習熟」～「コンサルティング・ス

キルの向上」～「実践トレーニング」を一体化したトレーニング・センター施設「あおぞ

らアカデミー at 青山」において、個人のお客さま担当の営業員への研修を継続的に行って

おります。さらに、営業員を優先的に増員し、質・量ともにコンサルティング力の強化に

努めております。 

また、お客さまが落ち着いた雰囲気の中でご相談いただくための資産運用コンサルティ

ング営業を推進するため「都会のオアシス」と名付けた先進的な店舗リニューアルを進め

ており、平成 26 年 7 月に、新宿支店を全面リニューアルいたしました。（平成 26 年 9 月

末現在：梅田・広島・上野・札幌・自由が丘・千葉・渋谷・福岡・新宿の各店舗でリニュ

ーアル実施済） 

こうした取組みを通じてお客さまのニーズ把握に努め、お客さまの資産形成に寄与する

商品ラインナップの構築に取り組み、中長期的な視野に立ってお客さまの資産形成に貢献

してまいります。 

 

 

中堅中小企業のお客さまへの取組み 

弊行は、かねてより中堅中小企業のお客さまに対し、弊行の強みである事業ニーズに応

じたテーラーメイド型の営業を推進してまいりました。中堅中小企業のお客さまの資金ニ

ーズのみならず、お客さまが抱える多様な経営課題にお応えするため、資本政策や事業再

生等の助言、経営や営業に資する情報、海外展開サポート等のサービスをご提供しており

ます。 

具体的には、重要なビジネスパートナーである地域金融機関との協働を通じて、中堅中

小企業へのビジネスサポートの強化に積極的に取り組んでおります。中堅中小企業のお客
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さまにおける、販路拡大、事業強化、各種合理化等の様々な課題に対し、弊行の強みであ

る「フルバンキングによる全国展開」及び「地域金融機関ネットワーク」を最大限活用す

ることにより、弊行のお客さまのみならず、地域金融機関のお取引企業に対しても、様々

な地域・規模・業種・業態にまたがるビジネスパートナーを紹介する、地域横断型ビジネ

スマッチングを推進しております。 

平成 25 年 11 月に、ビジネスモデルを深化させつつ、更なる展開を図るための施策の一

環として「アジア戦略」を策定し、アジアへの進出を検討されているお客さまや、既に進

出されているお客さまのニーズにお応えするため、業務提携を活用したクロスボーダーで

のビジネスマッチングサービスや M&A サービスのご提供を開始しております。平成 26 年 5

月には「アジア戦略」の更なる展開を図るためにシンガポール駐在員事務所を開設し、さ

らに、平成 26 年 6 月には PT Bank Central Asia Tbk（BCA）とクロスボーダーM&A 等にお

ける連携強化を目的とする業務提携を締結いたしました。こうした弊行のネットワークの

活用を通じて、お客さまの海外進出支援を更に進めてまいります。 

実態に即した経営改善、事業再生の支援も推進しており、その手法として、不動産担保

に依拠しないファイナンスを積極的に取り組んでおります。弊行が培ってきた事業再生フ

ァイナンスや LBO ローンのノウハウを活用して、中堅中小企業のお客さま等の事業再生や

成長資金の借入に係るお手伝いを行っております。 

また、お客さまのニーズを正確に把握した上で、円滑な資金供給に加えて、為替、金利、

商品価格等の変動リスクのヘッジを目的としたデリバティブ商品もご提供しております。 

 

 

地域金融機関との協働 

弊行は、50 年以上にわたり、全国の地域金融機関とのリレーションを構築し、多面的な

取引を展開してまいりました。 

地域金融機関のお客さまの運用ニーズに応じた多様な金融商品をご提供し、地域金融機

関のお客さまの効果的に分散されたポートフォリオの構築をお手伝いしております。金融

債、定期預金、各種デリバティブ内蔵型預金のご提供に加え、日本株、米国株やグローバ

ル債券等を中心に私募投信の品揃えを充実させております。また、シンジケートローンの

組成・販売を行うほか、デリバティブ内蔵型ローン、ストラクチャードファイナンス案件

等、多様な案件をご紹介いたしております。 

金融機関を取り巻く厳しい環境の下、地域金融機関における経営課題は、ますます高度

化・多様化しており、弊行のノウハウを活かしたさまざまなサービスを、地域金融機関の

お取引企業に共同でご提供しております。具体的には、シンジケートローンの共同アレン

ジ、デリバティブ商品の開発支援サービスのほか、不動産・医療・事業再生・バイアウト

等の各分野におけるファイナンス等の、弊行のノウハウを活かした様々なサービスをご提

案いたしております。 
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また、地域金融機関のお客さまと弊行のネットワークを相互に活用した M&A や地域横断

型ビジネスマッチングについても積極的に推進しております。 

子会社であるあおぞら債権回収株式会社やあおぞら地域再生株式会社と共同して、各地

の地域金融機関との間で事業再生ファンドを共同設立いたしておりますが、これら事業再

生ファンドにおいて債権の買い取りを推進しております。 

このほか、子会社あおぞら地域総研株式会社を通じて、昨年に引き続き、平成26年8月

に「あおぞらアンケート」を実施いたしました。本アンケートは、時宜を得たテーマを設

定し、弊行の事業法人のお客さまと全国の地域金融機関のお客さまのご協力を得る等、特

色のあるアンケートとなっております。また、弊行で培われた事業再生に係るノウハウを

活かし、地域の再生や活性化に関する情報発信を行っております。 

今後も、こうした事業再生ファンドの運営や事業再生分野等への金融サービスのご提供

を通じて、中堅中小企業の再生と地域経済の活性化に貢献してまいります。 

 

 

スペシャルティ・ファイナンスへの取組み 

不動産関連ファイナンス、事業再生ファイナンス、国内外の買収及びプロジェクトファ

イナンス業務等は、高い専門性とスキルが求められる分野であり、弊行にとって、成長率・

収益性が高い分野と位置付け、従来から重点的に人材を投入し、注力してまいりました。 

こうした弊行のノウハウを集約し、多様化・高度化するお客さまのニーズに対し、より

質の高いソリューションを、よりスピーディーにご提供することを目的として、平成25年

4月に新設したビジネス･イノベーション･オフィスを活用することにより、昨年来、複数の

案件が成約しております。 

国内不動産ノンリコースローンについては、弊行が従前より主力業務として取り組み、

トッププレーヤーとしての実績を有する分野であり、長年の案件取組みにおける関わりを

通じて、市場関係者及びお客さまとの良好な関係を築いております。また、金融・不動産・

証券化に関する豊富な経験を活かして、取引環境の変化に柔軟に対応しながら、付加価値

の高い金融サービスをご提供し、お客さまの多様なニーズにお応えしております。その一

例として、地域金融機関との協調による官民ファンドを活用した耐震・環境不動産形成促

進事業第2号案件向け融資を実行いたしました。 

このほか、これまで培ってまいりましたノウハウと長年海外関連業務に携わってきた人

材等の活用、並びに弊行の海外拠点等を通じた情報収集により、変化の激しい国際金融市

場の情勢を的確に捉えながら、北米・アジア地域を中心とした海外コーポレートローン、

海外プロジェクトファイナンス等、海外関連のファイナンスに積極的かつ選択的に取り組

み、弊行の資産の多様化と収益力の向上を図っております。また、地域金融機関ネットワ

ークを活用した、各種投融資案件への協働参画等についても検討してまいります。 
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各ビジネスグループでは、ビジネスモデルに掲げる方針に基づき、個人・事業法人及び

地域金融機関のお客さまに対し、課題解決型で付加価値の高いソリューションをご提供す

るべく、様々な取組みを行っております。 

 

 

ハ．ビジネスグループ別の業務概況 

【ビジネスモデルに即した営業組織体制】 

 弊行は、ビジネスモデルの進展を図るため、前述の「4つの柱」に即した営業組織体制を

敷いております。 

 

（「4つの柱」とビジネスグループ） 

リテール
業務

個人営業
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

法人営業ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨ

ﾌｧｲﾅﾝｽ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

ﾌｧｲﾅﾝｽ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

金融法人・

地域法人

営業ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾋﾞｼﾞﾈｽ

ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

事業法人

営業ｸﾞﾙｰﾌﾟ

事業法人向け業務
金融法人向け業務 スペシャルティ

ファイナンス業務
国際業務

組織

「中堅中小企業のお客さま
への取り組み」

「シニア層の
お客さまに

フォーカスした
リテール

バンキング」

ビジネス
モデル

「4 つの柱」

「地域金融機関
との協働」

主要業務

「スペシャルティ
ファイナンス

への取り組み」

ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ

ﾏｰｹｯﾂ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ALM・デリバティブ
営業支援等業務

ｽﾍﾟｼｬﾗｲｽﾞﾄﾞﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

 

 

個人営業グループ 

個人営業グループでは、個人のお客さまに対するフェイス・トゥ・フェイス (対面) のき

め細かい資産運用コンサルティングと幅広い金融商品ラインナップにより、お客さまの多

様なニーズに的確にお応えできる態勢を整えております。また子会社であるあおぞら証券

株式会社並びにあおぞら投信株式会社がご提供する“あおぞらブランド”の商品力も活か

して、お客さまの資産形成をお手伝いしております。 

 

主要業務 

□ 資産運用のご相談 □ 金融商品のご提供  

 

主要業務の概要 

＜資産運用のご相談＞ 

弊行では、きめ細かい資産運用コンサルティングを通じて、お客さまとの信頼関係を築

くことを目指しております。店舗では、落ち着いた雰囲気の中で、高度な専門知識を持つ
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ファイナンシャルプランナーがお客さまの資産運用・相続・事業承継に関するご相談を伺

っております。コールセンターでは、専門のオペレーターがお客さまのご要望やご相談に

丁寧にお応えし、初めての方でも安心してお取引いただけます。また、各種セミナーを開

催し、お客さまへの情報提供も積極的に行っております。 

平成25年 5月に創設した、個人のお客さま担当営業員専用のトレーニング施設「あおぞ

らアカデミー at 青山」では、営業員のさらなるコンサルティング力の向上に取り組んでお

ります。 

資産運用コンサルティングに注力した結果、投資信託、個人年金保険、生命保険、仕組

債を中心とした運用商品の販売において、大きな成果を上げました。 

平成 26 年 1 月より導入の NISA（少額投資非課税制度）は、幅広くご案内を進めた結果、

多くのお客さまにご利用をいただいております。 

 

＜金融商品のご提供＞ 

お客さまのさまざまな資産運用ニーズにお応えするため、幅広い金融商品を取り揃えて

おります。多様な預金商品を始め、投資信託、個人年金保険、生命保険、医療保険、金融

商品仲介による仕組債等の運用商品をご用意しており、保険会社との業務提携により、生

命保険や医療保険等のご相談も承っております。 

平成25年 3月より、「Visaデビットカード」の機能を付加した「あおぞらキャッシュカ

ード・プラス」の取り扱い開始以降、利便性や各種特典等が好評で、多くのお客さまにご

利用いただいております。 

また、子会社であるあおぞら証券株式会社並びにあおぞら投信株式会社がご提供する商

品も活かし、商品ラインナップの拡充を進めるとともに、お客さまの資産形成に貢献して

まいります。 

平成26年 5月に業務を開始した子会社あおぞら投信株式会社では、個人向け第１号ファ

ンドとなる「あおぞら・新グローバル分散ファンド(限定追加型)2014-08」を7月に募集開

始いたしました。追加募集後も販売は好調に推移し、10 月 1 日をもって販売を無事終了い

たしました。引き続き、グループ一体となって、お客さまの資産形成に貢献してまいりま

す。 

 

＜充実したサービスチャネル＞ 

全国20の有人店舗に加え、インターネットバンキング、コールセンター、株式会社ゆう

ちょ銀行・郵便局の提携 ATM 等、お客さまが便利に弊行金融サービスをご利用いただける

チャネルを整えております。全国約 2 万 6,700 台の株式会社ゆうちょ銀行・郵便局の ATM

では、土・日曜日も手数料無料で普通預金の入出金が可能です。また、インターネットバ

ンキングでは、投資信託のお取引も可能です。 

弊行は、「都会のオアシス」をコンセプトにした新しいデザイン・レイアウトによる店
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舗展開に取り組んでおり、順次、移転・リニューアルを進めております。 

 

 

法人営業グループ 

法人営業グループでは、大企業、中堅中小企業、公共法人、金融法人のお客さま向けに、

貸出、預金、デリバティブ商品等のほか、事業ファイナンス、シンジケートローンの組成

等を始めとする多様な金融ソリューションや金融商品・サービスを迅速にご提供しており

ます。 

 

主要業務 

[事業法人のお客さま向け業務] 

□ コーポレートファイナンス □ 事業ファイナンス・M&A・資産流動化  

□ 医療ファイナンス・プロジェクトファイナンス □ 公共法人向けソリューション 

□ その他金融ソリューション 

[金融法人のお客さま向け業務] 

□ 金融商品のご提供 □ お取引先への共同提案 □ お取引先の事業再生支援 

 

主要業務の概要 

[事業法人のお客さま向け業務] 

お客さまのさまざまな資金ニーズにお応えし、多くのお客さまとお取引を展開しており

ます。加えて、ソリューション提供機能の強化に努めることによりお客さまの経営課題に

迅速かつ的確に対応しております。地域横断型ビジネスマッチングとクロスボーダービジ

ネスマッチング、オリジネーション機能を駆使したファイナンス（LBOローン、シンジケー

トローン等）、クロスボーダーファイナンス、事業再生融資として地域金融機関との協調

融資による動産担保融資（ABL）等を拡大しております。 

 

＜コーポレートファイナンス＞ 

通常の貸出のみならず、シンジケートローンの組成や私募債発行等お客さまのニーズを

きめ細かくとらえた資金調達スキームの各種提案や情報提供を積極的に行い、金融の円滑

化に注力しております。 

 

＜事業ファイナンス・M&A・資産流動化＞ 

専門チームによりM&Aに取り組んでいることに加え、MBO（マネジメント・バイアウト）

やM&A取引の資金調達に利用されるLBO（レバレッジド・バイアウト）ファイナンスの分野

において、数々の案件に関与して積み上げた豊富な経験とノウハウを活用し、迅速かつ的

確なサービスをご提供しております。 
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また、お客さまが保有するさまざまな資産を活用した証券化・流動化により、資金調達

手段の多様化ニーズやオフバランスニーズにお応えしております。 

 

＜医療ファイナンス、プロジェクトファイナンス＞ 

医療ファイナンスにつきましては、専門チームの下通常のコーポレートローンだけでな

く、不動産ノンリコースローンや病院 M&A ファイナンス等、さまざまなタイプの案件に取

り組んでおります。 

プロジェクトファイナンスにつきましては、メガソーラーを中心とした再生可能エネル

ギーへの取組み等、プロジェクトに応じた資金調達スキームをご提案し積極的に取り組ん

でおります。 

 

＜公共法人向けソリューション＞ 

公共法人のお客さまにつきましては、各種インフラ整備や地域活性化に貢献するという

観点から、お客さまの資金調達や資金運用について各種金融ソリューションをご提供して

おります。 

 

＜その他金融ソリューション＞ 

弊行のお客さまに加えて、地域金融機関ネットワークを活用した地域横断型ビジネスマ

ッチングのほか、業務提携によるクロスボーダーでのビジネスマッチングや M&A サービス

のご提供等、ファイナンス以外の各種金融ソリューションにも積極的に取り組んでおりま

す。 

 

[金融法人のお客さま向け業務] 

地域金融機関のお客さまとのネットワークを活かし、お客さまの資金調達ニーズと地域

金融機関の運用ニーズを結びつけるシンジケートローンを組成しております。 

また、平成26年8月には、子会社であるシンクタンクあおぞら地域総研株式会社を通じ

て、事業法人のお客さまと金融法人のお客さまの双方を対象に、「事業法人のアジア展開

と地域金融機関等による取引先のアジア展開支援」について、アンケートを実施いたしま

した。 

 

＜金融商品のご提供＞ 

金融債、定期預金、各種デリバティブ内蔵型預金をご提供するほか、日本株、米国株や

グローバル債券等を中心に私募投信の品揃えを充実させております。 

また、シンジケートローンの組成・販売を行うほか、デリバティブ内蔵型ローン、スト

ラクチャードファイナンス案件等、地域金融機関のお客さまの運用ニーズに合わせた多様

な案件をご提供しております。 
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＜お取引先への共同提案＞ 

デリバティブ商品の開発支援サービスや、デリバティブ商品の共同提案を行うほか、シ

ンジケートローンの共同アレンジや、不動産・医療・事業再生・バイアウト等の各分野に

おけるファイナンスについても共同でのご提案を行っております。 

また、地域金融機関のお客さまと弊行のネットワークを相互に活用した M&A や地域横断

型ビジネスマッチングについても積極的に推進しております。 

 

＜お取引先の事業再生支援＞ 

子会社あおぞら債権回収株式会社の機能を活用して、地域金融機関のお取引先の事業再

生を積極的に支援しております。また、地域金融機関のお客さまと共同で、地域・事業再

生ファンドを組成する等、中堅中小企業のお客さまの事業再生と地域経済の活性化を支援

しております。 

 

 

スペシャライズドバンキンググループ 

スペシャライズドバンキンググループでは、さまざまな資産を裏付け、あるいは担保と

するファイナンスをご提供しております。特に不動産ファイナンスと事業再生ファイナン

スにおいては、弊行の経験と専門性を活かし積極的に推進しております。また、海外向け

ファイナンスに選択的に取り組むことにより、弊行のポートフォリオの多様化を図ってお

ります。 

 

主要業務 

□ 不動産関連ファイナンス □ 事業再生ファイナンス □ 国際業務 

 

主要業務の概要 

＜不動産関連ファイナンス＞ 

オフィスビルや住宅を中心とした優良不動産を対象とするノンリコースファイナンスや

非上場エクイティ投資に加え、J-REIT や不動産業を営む事業法人のお客さまを対象とした

ファイナンスをご提供しております。さまざまな不動産ファイナンス取引を通じて入手し

た情報を活用し、市場動向の把握や金融サービスの向上に役立てております。弊行は長年

トッププレーヤーとして、不動産ノンリコースファイナンスを推進してまいりました。同

分野では、金融・不動産・証券化に関する豊富な経験を活かして、取引環境の変化に柔軟

に対応しながら、付加価値の高い金融サービスをご提供し、お客さまの多様なニーズにお

応えしております。また、日本国内のみならず、北米等海外の優良不動産を対象とするノ

ンリコースローンもご提供しており、不動産に関連するさまざまな取引を展開しておりま

す。 
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＜事業再生ファイナンス＞ 

事業再生ファイナンスでは、経営環境の変化に対処する必要のある企業や経営不振企業

に対する債権への投資、再生途上の企業に関連した処分用不動産等の資産を担保とするフ

ァイナンスに取り組んでおります。加えて、子会社あおぞら債権回収株式会社は、事業再

生型のサービサーとして、国内の金融機関のお客さまが貸出債権を売却する際の買い取り

のご提案を行い、課題解決のサポートを行っております。 

 

＜国際業務＞ 

弊行本店及び香港の子会社 Aozora Asia Pacific Finance Limited において、北米・ア

ジア地域を中心とした海外コーポレートローン、海外プロジェクトファイナンス等、海外

関連のファイナンスに選択的に取り組んでおります。モニタリング体制につきましても、

新規のファイナンス案件に取り組むグループに加え、既往案件のモニタリングを行うグル

ープを設置し、モニタリングに基づく機動的な資産の入れ替えを行う等、資産の健全性を

維持する取組みを開始しております。また、弊行の海外拠点等を通じた現地情報の収集強

化にも努めており、変化の激しい国際金融市場の情勢を的確にとらえながら、モニタリン

グの質的向上にも取り組んでおります。 

こうした取組みを通じて、積極的に弊行の資産の多様化と収益力の向上を図るとともに、

クロスボーダーM&A やビジネスマッチング等のご提案を通してお客さまの海外展開ニーズ

にもお応えしております。 

 

 

ファイナンシャルマーケッツグループ 

ファイナンシャルマーケッツグループでは、お客さまの多様化するリスクヘッジや運用

ニーズにお応えするため、デリバティブ商品を含むさまざまな金融商品を開発し、ご提供

しております。また、銀行全体の資産・負債の金利及び流動性リスク等をコントロールし、

安定的な収益の確保と効率的な運営を図っております。 

 

主要業務 

□ デリバティブ業務 □ ALM業務 

 

主要業務の概要 

＜デリバティブ業務＞ 

デリバティブ業務では、お客さまが保有する各種リスクを、専門のセールスチームが分

析し、商品開発チーム・マーケットメイキングチームとの連携により解決策をご提供して

おります。 

事業法人のお客さまには、主に為替、金利、商品価格等の変動リスクに対して、さまざ
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まな金融技術を駆使したデリバティブ商品をご提供しております。金融法人のお客さまに

は、一般的なデリバティブ商品のほか、カスタムメイドのデリバティブ内蔵型商品をご提

供しております。個人のお客さまには、デリバティブ内蔵型預金をご提供しております。 

また、お客さまの高度化・多様化するニーズに対応し、取扱商品の拡充を積極的に推進

し、お客さまにご満足いただける質の高い商品・サービスのご提供を目指して、取扱商品

の開発を継続しております。 

 

＜ALM業務＞ 

ALM業務については、引き続き流動性が高い有価証券を中心とした分散投資により、安定

したポートフォリオ構築に努めるとともに、市場動向をタイムリーにとらえた機動的なALM

運営により、安定的な収益確保に努めてまいります。 

 

 

ニ．経営インフラに係る施策 

＜システム施策＞ 

長年の経営課題であった勘定系システムの更改につきましては、平成25年7月に、今後

のビジネス戦略をより発展させるため、株式会社エヌ・ティ・ティ・データが運営してい

る基幹勘定系システム（勘定系、外接系、外為系）アウトソーシングサービス「BeSTAcloud」

の採用を決定し、現在、新システムの構築を進めております。 

勘定系システム更改は、その重要性に鑑み社長を責任者とするプロジェクト体制により

取組みを進めており、進捗状況・課題・対応方針及び、プロジェクトの内部・外部の監査

結果に関して、業務執行役員による勘定系システム更改推進連絡会の月次開催、取締役会

への四半期報告による情報共有や協議を行っております。 
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(2) 経営合理化の進捗状況 

イ．人員数・人件費 

 人員数は、新卒採用40名及び収益拡大に向けて個人部門を中心に中途採用110名（含む

嘱託から行員への採用60名）を行う一方で、46名の退職があり、平成26年9月末で1,685

名と平成26年3月末比で104名の増加となっておりますが、平成27年3月末計画値1,700

名の範囲内となっております。 

 平成26年 9月期の人件費は、総額88億円（うち給与・報酬56億円）となっており、 

年間計画191億円（うち給与・報酬118億円）の2分の１の範囲内となっております。 

 

 

ロ．物件費 

平成26年 9月期の物件費は、引き続き厳格なコスト管理と効率的な運営に努めたことに

より、前年同期比 4.4 億円減少（5.5％）の 76 億円、通期計画 180 億円に対する進捗率も

42.3％に抑えております。 

お客さまのニーズに合った商品・サービスの迅速なご提供並びにシステムの安定稼動を

目的として平成 25 年 7 月より基幹勘定系の更改に着手しており、機械化関連費用につい

ては今後、増加を見込んでおります。加えて、お客さまの利便性向上や業務推進のため

に不可欠な経費の増加を見込んでおりますが、厳格な経費モニタリングを通じて業務の合

理化・効率化を推進し、経費の抑制運営に努めてまいります。 

 

（参考） 

(単位：百万円) 

 
25/9月末 

実績 

26/9月末 

実績 

物件費 8,061  7,620 

 うち機械化関連費用 2,412  2,064  

 除く機械化関連費用 5,648  5,555  

 

なお、人件費、物件費を含めた経費全体で平成26年9月期の実績は175億円となってお

り、平成 25 年 9 月期の実績 178 億円を下回っております。また、平成 26 年 9 月期の OHR

は 40.9％となっており、通期計画の44.3％を下回る結果となりました。 
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ハ．役員関係 

平成26年 9月末現在、取締役8名並びに監査役3名と取締役が計画比5名減となってお

ります。常勤役員平均報酬は、計画比 6 百万円増となっておりますが、役員報酬総額は年

間計画2.5億円の2分の１の範囲内となっております。 

 

 

(3) 不良債権処理の進捗状況 

平成 26 年 9 月期の与信関連費用につきましては、総額で▲104 億円となりました。

主な内訳は、貸出金償却・売却損▲20 億円、個別貸倒引当金等繰入▲64 億円、オフバ

ランス取引信用リスク引当金を含め一般貸倒引当金等繰入 9億円、償却済債権取立益▲

30 億円となっております。債権放棄につきましては、実施しておりません。 

  

平成 26 年 9 月期の金融再生法に基づく開示債権額における要管理債権以下の残高は

520 億円であります。平成 26 年 3 月期との比較では 281 億円減少しております。平成

26 年 9 月期における要管理債権以下の残高の総与信残高に占める比率は、平成 26 年 3

月期の 2.98％から 1.88％となっております。 

また、リスク管理債権比率は、平成 26 年 3 月期に単体ベースで 2.99％でしたが、平成

26年9月期は1.90％となっております。 

 

 

(4) 国内向け貸出の進捗状況 

お客さまの資金需要に積極的に取り組むとともに、リスクに見合った適正なリターンの

確保を厳格に運営した結果、平成 26 年 9 月末時点における国内貸出(実勢ベース＜インパ

クトローンを除く＞)は、平成 26 年度通期純増計画 742 億円に対して 70 億円の純増(計画

比▲672億円)となりました。 

弊行は、既存のお客さまに対する潜在的なニーズの発掘とニーズに合った提案型営業の

推進によるスポット資金や事業資金を取り組むとともに、新規のお客さまの獲得に注力し、

貸出取引先数の拡大並びに貸出残高の増加に努めております。引き続き積極的な貸出運営

方針の下、きめ細かく的確で健全な資金需要の発掘・獲得、特に中堅・中小企業の成長・

発展をサポートすることに努め、業務運営を行ってまいります。 

 

中小企業向け貸出 

弊行は「日本の金融システムに深く根ざし、永続的にわが国経済及び社会の発展に貢献

する」ことを経営理念としております。その中で、弊行は、お客さまが抱える様々な事業

金融ニーズに応えられる、高度な金融スキルを活用した課題解決型で付加価値の高い貸出

業務展開に注力しております。 
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特に、国内経済を支える中堅中小企業を中心とした資金の貸付その他信用供与の円滑化

は、国内金融機関としての使命であり役割であると認識しており、弊行自身による「事業

金融サービスのご提供」と地域金融機関との「協働」を両輪として、引き続き中小企業の

顧客基盤を拡充し中小企業向け貸出を積極的に推進しております。 

こうした方針の下、平成26年9月末における中小企業向け貸出純増（実勢ベース＜イン

パクトローンを除く＞）は、平成26年3月末対比329億円の純増 (平成26年度通期純増計

画比＋179億円)となりました。 

 

中小企業向け貸出に係る体制整備につきましては、以下の取組みを行っております。 

 

1．推進体制の整備 

弊行は、首都圏及び関西圏において中堅中小企業の営業担当者を重点的に配置す

る等、中堅中小企業のお客さま向けの業務を強化しております。 

また、ビジネスマッチングを専門に扱う企業戦略室を法人営業統括部内に設置し

ており、弊行のお客さまのみならず、地域金融機関ネットワークも活用した地域横

断型のビジネスマッチングを推進することで、お客さまの様々なニーズにお応えし

ております。 

さらに、アジアへの進出を検討されているお客さまや、既に進出されているお客

さまのニーズにお応えするため、アジアビジネス推進部や企業情報部を通じて、業

務提携によるクロスボーダーでのビジネスマッチングや、Ｍ＆Ａサービスのご提供

を推進しております。 

 

2．営業部店毎の貸出純増目標設定 

前年度に引き続き、平成26年度計画においても、営業部店に対し中小企業向け貸

出の純増目標を設定するとともに、部店評価項目のひとつといたしております。 

 

3．目標必達に向けた営業部店管理の強化 

中小企業向け貸出の重要性を全行的に認識するために、営業部店に対し月次で中

小企業向け貸出の純増実績を周知するとともに、経営陣に対して、パイプラインに

よる案件進捗状況、及び中小企業向け貸出見込みによる取組状況の報告を原則月 1

回以上行っております。 

さらに、取組みの進捗状況に応じて、各営業本部長が、営業部店長と個別にミー

ティングを行っております。 

 

4．中小企業金融円滑化法期限到来後の対応について 

健全な事業を営むお客さまに対し、必要な資金を円滑に供給していくことが金融
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機関の最も重要な役割のひとつであると認識しており、弊行においても、業務の健

全性・適切性を確保しつつ、その社会的責任と、公共的機能を果たすべく、金融仲

介機能を積極的に発揮しております。 

なお、中小企業金融円滑化については、平成25年3月末日の中小企業金融円滑化

法の期限到来後も、お客さまからの借入条件の変更等に関わる要請の全てについて、

営業部店は関係各部と相談の上、引き続き金融円滑化の趣旨を踏まえて速やかに対

応することとしております。また、お客さまの経営実態や特性に応じた最適なソリ

ューションのご提案に努めるとともに、自助努力による経営改善や抜本的な事業再

生・業態転換・事業承継による経営改善が見込まれるお客さまに対しては、必要に

応じ、外部機関等の第三者的な視点や専門的な知見を活用し、最大限の支援を行っ

ております。 

 

5．事業再生ファンドの運営 

弊行は、子会社であるあおぞら債権回収株式会社やあおぞら地域再生株式会社の

機能を活用して、地域金融機関のお取引先の事業再生を積極的に支援しております。

また、地域金融機関のお客さまと共同で、地域・事業再生ファンドを組成する等、

中堅中小企業のお客さまの事業再生と地域経済の活性化を支援しております。 

また、弊行では重要なビジネスパートナーである地域金融機関のお客さまとの協

働を通じて、中堅中小企業へのビジネスサポートの強化に積極的に取り組んでおり、

弊行のお客さまと地域金融機関のお取引企業をつなぐ地域横断型のビジネスマッチ

ングを推進しております。 

 

6．あおぞらアンケートの実施について 

平成26年 8月に、子会社あおぞら地域総研株式会社を通じて、事業法人のお客さ

まと金融法人のお客さまの双方を対象に、「事業法人のアジア展開と地域金融機関

等による取引先のアジア展開支援」に関するアンケートを実施いたしました。こう

した取組みによりお客さまのニーズの把握に努め、お客さまの成長･発展に向けたサ

ポートに役立ててまいります。 

 

今後とも、弊行は、中小企業向け貸出の重要性を十分に認識し、お客さまの「頼れる、

もうひとつのパートナーバンク」として、中堅中小企業のお客さまへの円滑な資金供給に

加え、お客さまが抱えるさまざまな経営課題に対して、適切なソリューションをご提供い

たします。地域横断型及びクロスボーダーでのビジネスマッチングやアジア進出企業の支

援のほか、お客さまのニーズにあったテーラーメイド型の金融商品やサービス等、他行に

はない、弊行にしかできないサービスのご提供に注力し、これまで以上に中小企業に対す

る円滑な資金供給を目指してまいります。 
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また、弊行は平成26年2月より適用された「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨

を尊重し、お客さまと保証契約を締結する場合、及び保証人のお客さまが保証債務の整理

を申し立てられた場合には、同ガイドラインに基づき、誠実に対応するよう努めてまいり

ます。 

なお、平成26年9月末実績については、早期健全化法に規定されている中小企業向け貸出

の趣旨に反するような貸出は含まれておりません。 

 

 

(5) 配当政策の状況及び今後の考え方 

イ．配当政策 

平成 25 年度の普通株式への期末配当については、資本再構成プランに基づき、1 株あた

り4 円 50 銭（年間では 14 円 50 銭）の配当を実施しました。また、平成 26 年度第 1 四

半期の配当について、1 株あたり 3 円の配当を実施しております。 

優先株式につきましては、平成25年度の期末配当として、第四回優先株式については 1

株あたり 2 円 25 銭（年間では 9 円）、第五回優先株式については 1 株あたり 1 円 67 銭

4 厘（年間では 6円 69 銭 6 厘）の配当を実施するとともに、平成 26 年度第 1 四半期配

当としては、第四回優先株式については 1 株あたり 2 円、第五回優先株式については 1

株あたり 1円 48 銭 8 厘の配当を実施しております。 

また、公的資金の返済であるその他資本剰余金を原資とした第五回優先株式の特別優

先配当は 204.9 億円を実施しました。 

 

ロ．今後の考え方 

「資本再構成プラン」の通り、公的資金完済までの間、普通株式に対する配当性向を連

結当期純利益の 40％とすることを今後の配当政策といたします。また、平成 25 年度以降、

「資本再構成プラン」に基づき、普通株式及び優先株式に対する四半期ベースの配当支払

いを実施しております。 

なお、優先株式につきましては、上記の四半期ベースの優先配当に加えて、その他資本

剰余金を原資とする特別優先配当を実施することにより、公的資金を分割返済してまいり

ます。 
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(6) その他経営健全化計画に盛り込まれた事項の進捗状況 

イ．金融機関の社会性・公共性を踏まえた経営理念 

 

中小企業金融円滑化法期限到来後の対応 

弊行は中小企業金融円滑化法を踏まえ、お客さまに対する金融の更なる円滑化に向けた

基本的な考え方を示した「金融円滑化の基本方針」を制定するとともに、適切かつ積極的

な金融仲介機能を発揮し、金融の円滑化に資するための態勢整備を行ってまいりました。 

具体的には、取締役専務執行役員が金融円滑化管理担当取締役として、常務執行役員が

金融円滑化管理責任者として、金融円滑化管理態勢を執行しております。また金融円滑化

の観点から適切な審査が行われることを確保するため、信用リスク管理部門に「金融円滑

化審査室」を設置し、金融円滑化に関する企画立案・営業推進を行うため、営業推進部門

に「金融円滑化推進室」を設置いたしております。さらに、各営業部店に「金融円滑化責

任者」及び「金融円滑化リーダー」を配置し、お客さまからの相談等への迅速かつ丁寧な

対応を行う態勢をとっております。 

また、金融円滑化の取組み状況については、定期的にマネジメントコミッティーに報告

しております。 

平成25年 3月末日の中小企業金融円滑化法の期限到来後も、弊行の「金融円滑化の基本

方針」に変更はなく、中小企業者等からの借入条件の変更等に関わる要請の全てについて、

営業部店は法人営業統括部金融円滑化推進室宛に報告を行い、関係各部と協議の上速やか

に対応することとしております。弊行は、新規融資や借入条件の変更等への適切な取組み

を引き続き推進してゆくとともに、弊行の専門性や独自のネットワーク等を活用したコン

サルティング機能を発揮し、金融機関としての社会的責任を果たしてまいります。 

 

ロ．経営の意思決定プロセスと相互牽制体制 

 

コーポレートガバナンス体制 

弊行は、効率的で透明性の高い経営体制を構築することを、コーポレートガバナン

スの基本方針としております。 

業務執行においては、法令・規則を遵守し、経営陣は常に業務上発生する各種リス

クを把握、その影響を評価することにより、最大限の透明性の確保、厳格な内部管理

態勢の維持、リスク・リターンのバランス管理を図る体制の強化に努めております。 

経営と業務執行の分離による効率性と透明性の追求の観点から、取締役会は半数が

社外取締役で構成されております。弊行は、金融に関する専門知識と経験やグローバ

ルな観点からの経営に関する能力・識見に基づく助言を得るために、独立性にも配慮

の上、社外取締役を選任しております。取締役は銀行運営の基本方針や経営戦略を決

定し、業務執行状況の監督に努める一方、代表取締役を含む業務執行役員は、取締役
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会からの権限委譲を受けてマネジメントコミッティーを組織し、日常の業務を運営し

ております。 

日常業務執行の最高意思決定機関であるマネジメントコミッティーは、業務執行役

員の中から取締役会により選定されたメンバーを構成員として意思決定の迅速化を図

ると同時に、すべての業務執行役員で構成される執行役員会を開催して情報共有に努

めているほか、下部組織として各種委員会を設置して業務執行の効率化を図っており

ます。 

監査役及び監査役会は取締役の職務執行の全般について、主に適法性の観点から監

視・検証を行っております。指名報酬委員会、監査コンプライアンス委員会等の取締

役会レベルの委員会は、社外取締役を中心に構成され、取締役会の委任を受けて代表

取締役及び業務執行役員に対する監督機能の補完並びに牽制機能を果たしております。 

また、すべての業務部門から独立した監査部が内部監査を実施し、直接チーフエグ

ゼクティブオフィサー（CEO）及び取締役会に報告しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ALM委員会 統合リスク 

コミッティー 

クレジット 

コミッティー

投資委員会 CAPEX委員会 

 

顧客保護 

委員会 

指名報酬委員会 

 

マネジメントコミッティー 

最高経営責任者（CEO） 

監査部 

監査役会 
監査コンプライアンス

委員会 

監査役 

取締役会 

株主総会 

 

上記経営諸会議・委員会の状況につきましては、図表 8をご参照ください。 

 

 

コンプライアンス態勢 

(a)コンプライアンスポリシー 

平成 26年 3月に取締役会にて承認された平成26年度コンプライアンスプログラム
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に則り、リスクベースでの施策実践及び効率化と実効性向上に重点を置いた運営を行

ってまいりました。 

また、平成 26 年 5 月に、全役職員が「あおぞらグループ倫理・行動基準に関する

年次コンプライアンス確認書」に署名し、役職員の行動指針となる「倫理・行動基準」

を理解し遵守することを誓約しております。 

 

 

（ｂ）法務コンプライアンス体制 

取締役会は、監査コンプライアンス委員会を設置し、監査役会と協働して法令等遵

守態勢を始めとする内部統制に関する適切性・実効性の検証を行うほか、コンプライ

アンス・ガバナンス担当役員を任命して法務コンプライアンスに関する全行的な態勢

整備と適切な運営を確保する体制としております。 

従来よりすべての行員等が直接不正等を監査役やコンプライアンス事務統括部長

まで報告できる社内通報制度「あおぞらホットライン」を運用しておりますが、平成

26 年 7月に運営実態に合わせて通報先を見直す等の所要の改定を行いました。 

 

（ｃ）法務コンプライアンスに関する研修・啓蒙活動 

平成 26 年 4 月以降毎月 1 回程度のペースで「インサイダー取引未然防止」、「個人

情報漏えい」等テーマを絞った e-ラーニングを実施しております。 

また、平成 26 年 7 月にすべての部室店に配置している法令遵守責任者を対象とし

たコンプライアンスに関する研修を実施しているほか、毎月、中途入行者向け研修を

実施しております。 

 

（ｄ）インサイダー取引未然防止 

弊行においては、各部室店が重要情報を管理するとともに、一元管理部署が各部室

店の管理状況を統括しています。また、役職員個人の株取引は、一元管理部署による

事前承認制としているほか、全役職員より個人投資に係る誓約書を徴求しております。 

引き続き、法令諸規則を遵守し、情報管理の徹底に努めてまいります。 

 

（ｅ）反社会的勢力の排除 

  平成 24 年 12 月に反社フィルタリングシステムを導入いたしましたが、新規取引時 

や継続取引時の年 1 回のモニタリングにおける検索の運用徹底に努めております。 

反社会的勢力との取引排除について、平成 25 年 11 月の取締役会で議論し承認され

た弊行グループの態勢を踏まえた課題とアクションプランを実行に移しております。

具体的には、反社会的勢力との取引排除に向けた取組状況について経営陣に四半期毎

に詳細報告をして認識共有を図るほか、重要事案の個別協議や、金融犯罪対策連絡会
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議開催によるグループ各社一体となった取組みに努めております。 

さらに、反社データベースは従来よりグループ各社間で共有しておりましたが、そ

のシステム化を進めております。 

反社会的勢力との取引排除の重要性については、法令遵守責任者研修、新人向け研

修において、あらゆる層に対する周知徹底を行っております。 

また、金融庁「監督指針」「金融検査マニュアル」改定に伴い、平成 26 年 9 月に、

弊行の反社関連規定の制改定を実施し、グループ会社と一体となった反社排除態勢の

更なる向上を図りました。 

 

(ｆ)マネー・ローンダリング、テロ資金供与、口座不正利用の防止 

改正犯罪収益移転防止法によりお客さまとの取引時の確認義務が平成 25 年 4 月より

強化されたことを受け、平成 25 年 4 月 1 日付で取引時の確認事項や確認状況を記録す

るためのシステムを導入し運用しております。 

以降、FAQ の行内掲示板への掲載・継続更新、法令遵守責任者研修での注意喚起、取

引時確認手続きの履行確認を自店検査の必須項目にする等を実施した結果、取引時確認

手続きの履行、定着を図りました。 

口座不正利用防止の観点から、非対面での口座開設における本人確認手続きにおいて

追加プロセスを導入するとともに、テロリスト等を含む反社データを活用したフィルタ

リング及びモニタリングにより顧客確認を徹底し、疑わしい場合は口座開設謝絶や、口

座凍結を行い、金融庁に疑わしい取引の届出を速やかに行っております。 

 

（ｇ）リーガルチェック 

商品・サービスや業務運営において新たな取組みを行う場合等適法性の検証を行う必

要がある場合には、コンプライアンス事務統括部に事前協議及び確認・検証を行うこと

としております。 

平成 26 年 4 月に、法務リスクの極小化や顕在化時の適切な対応に向けて、現行の管

理体制及び業務フローの明確化を図るべく、複数の行規や公式文書による通達内容を

「法務リスク管理プロシージャー」「法務リスク管理マニュアル」として集約・整理い

たしました。 

また、平成 26 年 5 月以降、法務リスク管理体制の強化、改善に向けた取組みとして、

「月刊法令ニュース」を全役職員宛行内メールで発信し、ビジネス分野毎に実務に影響

のある法令・外部規範等の制改正動向・ビジネス推進上留意すべきポイントを周知して

おります。 
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顧客保護等管理態勢 

（a）顧客説明管理 

平成 26 年 3 月に、日本証券業協会自主規制規則「協会員の投資勧誘、顧客管理等に

関する規則」及び「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則第 5 条の 3 の考え方」

（高齢顧客への勧誘による販売に係るガイドライン）に基づく、個人のお客さまへの投

資勧誘等の態勢整備を行っております。 

上記態勢整備実施後の運用定着を図るべく、平成 26 年 4 月から 6 月にかけてご高齢

のお客さまへの投資勧誘状況を重点的にモニタリングするとともに、5 月には職員向け

に e-ラーニングを実施し、定着状況の確認とフォローアップの指導を実施しておりま

す。 

平成 26 年 3 月の金融庁監督指針の改定を踏まえて、投資信託販売態勢について改め

て点検を行い、適切な顧客説明の徹底、営業員の評価体系の見直し、一部取扱商品の見

直し等を図っております。 

 

（ｂ）顧客サポート等管理 

平成 26 年 4 月に「顧客サポート等マニュアル」を改定し、同月に設立した子会社あ

おぞら投信株式会社を管理対象組織に加えるほか、金融ＡＤＲ案件対応方針の決定権限

の明確化を行いました。 

また、お客さまからの苦情、ご相談、ご要望、お問合せについては、毎月実施される

「顧客サポート等連絡会」にて、統括部門であるコンプライアンス事務統括部を含めて

その内容の分析を十分に行い、各種委員会等への報告を行った上で、お客さまの声を、

商品やサービスの提供等のお客さまの保護等へ積極的に活かしております。  

 

（ｃ）顧客情報管理 

弊行はお客さまからの信頼を第一と考え、関係法令や個人情報保護方針を遵守し、お

客さまの情報を安全に管理し、正確性・機密性の保持について継続的に改善に努めてお

ります。 

平成 26 年 6 月には、個人向けインターネットバンキングサービスをご利用のお客さ

まにセキュリティソフトを無償配布する等により、サイバーテロ対策を強化しておりま

す。 

 

（ｄ）外部委託管理 

お客さまとの取引等の処理に際しましては、迅速・正確な対応を行う等の目的で、そ

の業務の一部を専門の外部の会社等へ委託している場合があります｡外部委託をする会

社等を厳格に選別し、その業務遂行を管理・監督することにより、お客さま情報の保護、

お客さまへの対応等に万全を期しています。 
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平成 26 年 9月に外部委託管理行規を改定し、「外部委託先に対する弊行ルール及びセ

キュリティ要件の周知」、「弊行による委託先の管理強化」、「委託先からさらに委託が行

われている場合の最終委託先の把握及び必要に応じた管理」等について強化、明確化す

ることにより、より実効性の高い外部委託管理体制を整備いたしました。 

 

（ｅ）利益相反管理 

弊行は、お客さまとの取引に際して、自らや第三者の利益を図るためにお客さまの利

益を不当に害することのないよう、適切に管理しております。平成 26 年上期について

も、お客さまの利益を不当に害した事例は認められませんでした。 

また、弊行関連会社の新設等に伴い、平成 26 年 4 月及び 6 月に利益相反管理上の管

理対象となる会社の範囲を見直しております。 

 

グループ全体における内部管理体制の強化 

マスターポリシー「グループ会社管理」の下、「子会社等役職員行動指針」や、「子会

社の監督及びガバナンス」プロシージャーを制定し、さらに各社と「アドバイザリー及

びガバナンス基本契約書」を締結し、これらに基づき、子会社の内部管理業務の監視・

監督・指導を行っております。 

平成 26 年 9 月に「子会社の監督及びガバナンス」プロシージャーを現行組織体制を

踏まえて一部改定したほか、「アドバイザリー及びガバナンス基本契約書」の契約手続

きにつき明文化しました。 

 

内部監査体制 

平成26年 3月に、リスクベース監査強化に重点を置いた監査基本方針を策定し、それに

基づき内部管理体制改善及び経営に資する提言強化に向けて、部署別監査からテーマ別監

査主体の運営へのシフトを図っております。 

 

J-SOXへの取組み 

弊行は、統合リスク管理部に財務統制グループを設置し、J-SOX 対応の企画・推進を

行っております。 

マネジメントコミッティーは、J-SOX に関する評価範囲等を決定し、監査部による

J-SOX 態勢の整備・運用評価を参考に、財務報告に関する内部統制の有効性を評価いた

します。監査コンプライアンス委員会は、こうした態勢の構築状況、評価プロセスにつ

いて報告を受け、監督しております。 
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(図表1－1)収益動向及び計画 

 

25/3月期 26/3月期 26/9月期 備考 27/3月期

実績 実績 実績 計画

(規模)<資産、負債は平残、純資産は末残> (億円)

総資産 47,069 45,231 46,473 ※1 52,900 

貸出金 25,147 26,050 26,177 ※1 29,090 

有価証券 13,192 12,271 12,951 ※1 13,400 

特定取引資産 1,582 833 1,134 2,000 

繰延税金資産<末残> 479 456 370 510 

総負債 41,356 40,186 41,487 47,500 

預金・ＮＣＤ等 29,672 30,640 30,877 32,470 

債券 1,881 1,664 2,033 2,130 

特定取引負債 721 843 645 600 

繰延税金負債<末残> -                    -                    -                    -                  

再評価に係る繰延税金負債<末残> -                    -                    -                    -                  

純資産 5,331 5,073 5,093 5,234 

資本金 1,000 1,000 1,000 1,000 

資本準備金 873 873 873 873 

その他資本剰余金 2,433               2,229               2,024               2,024             

利益準備金 127 127 127 127 

剰余金　（注１） 1,761 1,867 2,053 2,121 

自己株式 ▲ 993 ▲ 993 ▲ 993 ▲ 1,000 

その他有価証券評価差額金 122 ▲ 32 6 78 

繰延ヘッジ損益 8 3 3 12 

土地再評価差額金 -                    -                    -                    -                  

新株予約権 -                    -                    -                    -                  

(収益) (億円)

業務粗利益 798 820 427 890 

資金利益 459 488 236 ※2 540 

資金運用収益 646 640 303 ※2 709 

資金調達費用 188 153 67 ※2 169 

役務取引等利益 95 118 72 ※3 168 

特定取引利益 49 79 50 ※4 66 

その他業務利益 196 136 68 ※5 116 

国債等債券関係損(▲)益 142 4 32 ※5 40 

業務純益（一般貸倒引当金等繰入前）（注２） 439 457 253 495 

業務純益 439 369 253 495 

一般貸倒引当金等繰入額（注２） -                    88                   -                    ※7 -                  

経費 359 363 175 ※6 395 

人件費 175 180 88 191 

物件費 167 166 76 180 

不良債権処理損失額 13                   ▲ 71               ▲ 104             ※7 65                

株式等関係損(▲)益 0                    60                   2                    -                  

株式等償却 ▲ 4                -                    -                    -                  

経常利益 407                 512                 366                 420               

特別利益 1                    -                    -                    -                  

特別損失 3                    0                    0                    -                  

法人税、住民税及び事業税 13                   24                   13                   

法人税等調整額 ▲ 14               71                   71                   

税引後当期利益 405                 416                 282                 390               

（配当）　※四半期配当を含む、優先株式特別配当を含まない。 (億円、円、％)

分配可能額 3,201 3,070 2,770 3,145 

配当金総額 181                 186                 77                   179 

普通株配当金 162                 169                 70                   164 

第四回優先株式配当金 2                    2                    1                    2 

第五回優先株式配当金 16                   14                   6                    13                

１株当たり配当金（普通株） 13.90               14.50               6.00                14.06

配当率（第四回優先株式） 1.00% 0.90% 0.40% 0.80%

配当率（第五回優先株式） 1.24% 1.12% 0.50% 0.99%

配当性向 44.55% 44.62% 27.45% 45.82%

30                
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25/3月期 26/3月期 26/9月期 備考 27/3月期

実績 実績 実績 計画

(経営指標) (％)

資金運用利回(A) 1.55% 1.61% 1.49% ※2 1.64%

貸出金利回(B) 1.83% 1.59% 1.51% 1.91%

有価証券利回 1.10% 1.61% 1.41% 1.04%

資金調達原価(C) 1.42% 1.35% 1.22% 1.37%

預金利回(含むNCD・債券)(D) 0.50% 0.39% 0.31% 0.39%

経費率(E) 1.14% 1.13% 1.08% 0.98%

人件費率 0.55% 0.56% 0.54% 0.47%

物件費率 0.53% 0.51% 0.47% 0.45%

総資金利鞘(A)-(C) 0.12% 0.26% 0.27% 0.26%

預貸金利鞘(B)-(D)-(E) 0.18% 0.06% 0.11% 0.52%

非金利収入比率 42.52% 40.51% 44.72% 39.35%

ＯＨＲ（経費/業務粗利益） 45.01% 44.25% 40.87% 44.38%

ＲＯＥ(注３) 7.70% 8.78% 9.90% 9.46%

ＲＯＡ（一般貸引前業務純益/（総資産－支払承諾見返）<平残>） 0.93% 1.01% 1.09% 0.94%

（注１）利益剰余金のうち、利益準備金以外のもの。

（注２）（一般貸倒引当金等繰入=一般貸倒引当金繰入+オフバランス取引信用リスク引当金繰入）

（注３）(一般貸引前業務純益)/(純資産-新株予約権)<平残>

（図表１－１）状況説明（資産・負債は平残、純資産は末残）

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7

総資産（平残）は、主に、貸出金（平残）が計画を下回ったこと等により、通期計画の平残を6,427億円下回りました。

資金利益は、預金利回り（含む譲渡性預金、債券）が通期計画に比べ0.08%低下しましたが、資金運用利回りが通期計画を0.15％下
回り、また、貸出金の平均残高が通期計画を下回ったこと等により、通期計画540億円に対し、236億円の実績（進捗率43.7％）とな
りました。

役務取引等利益は、リテール関連の金融商品販売手数料が堅調に推移し、ほぼ計画のラップどおりの進捗となりました。貸出関連手
数料についても、前年同期を上回る実績となりましたが、国内貸出市場で厳しい競争が続いたこと等から、計画対比ではラップを下
回りました。この結果、役務取引等利益全体では、通期計画168億円に対し、72億円の実績、通期計画に対する進捗率は43.1%とな
りました。

特定取引利益は、事業法人・金融法人のお客様のニーズに合わせたデリバティブ関連商品の販売が好調であったことから、通期計
画66億円に対し、50億円の実績、通期計画に対する進捗率は76.2%となりました。

その他業務利益は、国債等関係損益で32億円を計上する等、通期計画116億円に対し68億円の実績、通期計画に対する進捗率は
58.9%となりました。

経費につきましては、引き続き厳格なコスト管理に努めた結果、通期計画395億円に対し、175億円の実績、通期計画に対する進捗
率は44.2%となりました。

与信関連費用は、貸倒引当金戻入益が発生したことに加え、大口の償却債権取立益や債権売却益等を計上したことから、通期計画
65億円（費用）に対して104億円の益となりました。
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(図表1－2)収益動向(連結ベース) 

 

26/3月期 26/9月期 27/3月期
実績 実績 見込み

(規模)<末残> (億円)
総資産 48,054 50,435 50,600 
貸出金 26,435 27,198 27,700 
有価証券 11,686 12,202 11,900 
特定取引資産 3,529 3,743 3,900 
繰延税金資産 439 356 405 
総負債 42,894 45,238 45,362 
預金・ＮＣＤ等 30,940 31,858 32,400 
債券 1,976 2,289 2,600 
特定取引負債 3,182 3,293 3,100 
繰延税金負債 -                  -                  -                  
再評価に係る繰延税金負債 -                  -                  -                  
純資産 5,117 5,197 5,238 
資本金 1,000 1,000 1,000 
資本剰余金 3,102 2,897 2,897 
利益剰余金 2,098 2,239 2,333 
自己株式 ▲ 993 ▲ 993 ▲ 993 
その他有価証券評価差額金 ▲ 31 8 4 
繰延ヘッジ損益 3 3 3 
土地再評価差額金 -                  -                  -                  
為替換算調整勘定 ▲ 69 ▲ 3 ▲ 13 
新株予約権 -                  1                  -                  
少数株主持分 8 8 8 

(収益) (億円)
経常収益 1,318 682 1,210 
資金運用収益 590 310 610 
役務取引等収益 134 80 170 
特定取引収益 99 55 80 
その他業務収益 247 117 220 
その他経常収益 248 121 130 
経常費用 796 302 635 
資金調達費用 153 67 130 
役務取引等費用 9 5 10 
特定取引費用 1                  -                  0 
その他業務費用 101 28 20 
営業経費 393 182 410 
その他経常費用 140 20 125 
貸出金償却 13 2 
貸倒引当金繰入額 102               ▲ 50            
一般貸倒引当金等純繰入額 93                 18                 
個別貸倒引当金純繰入額 9                  ▲ 68            
経常利益 522 380 515 
特別利益 0                  -                  
特別損失 0                  57                 
税金等調整前当期純利益 521 323 515 
法人税、住民税及び事業税 27 14 
法人税等調整額 71 71 
少数株主利益 0 0 0 
当期純利益 423 237 430 

45 

85 

0 

 

－ 29 － 
 



 

(図表2) 自己資本比率の推移 … バーゼルⅡ(国内基準)ベース 

 

(単体)　 (億円)

25/3月期 26/3月期 26/9月期 備考 27/3月期

実績 実績 実績 計画

資本金 1,000                1,000                

うち非累積的永久優先株 -                     -                     

資本準備金 873                  873                  

その他資本剰余金 2,433                2,024                

利益準備金 127                  127                  

その他利益剰余金 1,761                2,121                

その他 -                     -                     

うち優先出資証券 -                     -                     

自己株式 ▲ 993              ▲ 1,000            

社外流出予定額 ▲ 385              ▲ 384              

その他有価証券の評価差損（注１） -                     -                     

新株予約権 -                     -                     

営業権相当額 -                     -                     

のれん相当額 -                     -                     

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額 -                     -                     

TierⅠ計 4,816                4,761                

(うち税効果相当額) (479) (510)

有価証券含み益 -                     -                     

土地再評価益 -                     -                     

一般貸倒引当金 186                  209                  

永久劣後債務 -                     -                     

その他 -                     -                     

Upper TierⅡ計 186                  209                  

期限付劣後債務・優先株 -                     -                     

その他 -                     -                     

Lower TierⅡ計 -                     -                     

TierⅡ計 186                  209                  

(うち自己資本への算入額) (186) (209)

TierⅢ -                     -                     

控除項目 ▲ 331              ▲ 226              

自己資本合計 4,671                4,744                

(億円)

リスクアセット 29,813              33,446              

オンバランス項目 26,150              28,899              

オフバランス項目 1,612                1,713                

その他(注2) 2,051                2,835                

（％）

自己資本比率 15.66% 14.18%

TierⅠ比率 16.15% 14.23%

(注1）平成24年金融庁告示第56号に基づき、その他有価証券の評価差損を反映させておりません。

(注2)マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額＋オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額。

(注3)自己資本比率規制に関する告示の改正に伴い、平成26年3月期より、改正に沿った開示としています。  
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（単位：億円、％）

4,841        5,045        

4,102        3,897        

1,994        2,180        

993          993          

262          39            

-              -              

-              1              

405          429          

405          429          

-              -              

-              -              

-              -              

-              -              

-              -              

(イ) 5,246        5,474        

-              23       -              30       

-              -         -              -         

-              23       -              30       

-              73       -              54       

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              0         -              0         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

（ロ） -              -              コア資本に係る調整項目の額

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

特定項目に係る十パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通株式等の額

前払年金費用の額

自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

コア資本に係る調整項目    (２)

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、コア
資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア
資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、上記以外に該当するものの額

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額

うち、自己株式の額（△）

うち、社外流出予定額（△）

うち、資本金及び資本剰余金の額

うち、利益剰余金の額

コア資本に係る基礎項目    (1)

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額

単体　バーゼルⅢ(国内基準)ベース

項目
26/3月期

実績

経過措置に
よる

不算入額

26/9月期
実績

経過措置に
よる

不算入額
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（ハ） 5,246        5,474        

32,392      34,311      

▲ 1,112    ▲ 1,236    

23            30            

73            54            

-              -              

▲ 1,208    ▲ 1,321    

0              0              

1,365        1,455        

1,264        1,323        

-              -              

-              -              

（ニ） 35,021      37,090      

14.97% 14.75%

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ））

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

　　うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

うち、前払年金費用

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）

うち、繰延税金資産

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

自己資本の額（（イ）－（ロ））

リスク・アセット等   (３)

自己資本
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(図表2) 自己資本比率の推移 … バーゼルⅡ(国内基準)ベース 

 
(連結)　 (億円)

25/3月期 26/3月期 26/9月期 備考 27/3月期

実績 実績 実績 計画

資本金 1,000                1,000                

うち非累積的永久優先株 -                     -                     

資本剰余金 3,307                2,897                

利益剰余金 1,986                2,435                

連結子会社等の少数株主持分 8                     8                     

うち優先出資証券 -                     -                     

自己株式 ▲ 993              ▲ 1,000            

社外流出予定額 ▲ 386              ▲ 384              

その他有価証券の評価差損（注１） -                     -                     

為替換算調整勘定 ▲ 78                ▲ 99                

新株予約権 -                     -                     

営業権相当額 -                     -                     

のれん相当額 -                     -                     

証券化取引に伴い増加した自己資本相当額 -                     -                     

その他 -                     -                     

TierⅠ計 4,843                4,857                

(うち税効果相当額) (486) (520)

有価証券含み益 -                     -                     

土地再評価益 -                     -                     

一般貸倒引当金 186                  209                  

永久劣後債務 -                     -                     

その他 -                     -                     

Upper TierⅡ計 186                  209                  

期限付劣後債務・優先株 -                     -                     

その他 -                     -                     

Lower TierⅡ計 -                     -                     

TierⅡ計 186                  209                  

(うち自己資本への算入額) (186) (209)

TierⅢ -                     -                     

控除項目 ▲ 354              ▲ 259              

自己資本合計 4,675                4,807                

(億円)

リスクアセット 29,763              33,366              

オンバランス項目 25,977              28,723              

オフバランス項目 1,614                1,702                

その他(注2) 2,172                2,941                

（％）

自己資本比率 15.70% 14.40%

TierⅠ比率 16.27% 14.55%

(注1）平成24年金融庁告示第56号に基づき、その他有価証券の評価差損を反映させておりません。

(注2)マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額＋オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額。

(注3)自己資本比率規制に関する告示の改正に伴い、平成26年3月期より、改正に沿った開示としています。  
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（単位：億円、％）

4,946        5,105        

4,102        3,897        

2,099        2,240        

993          993          

262          39            

-              -              

▲ 69        ▲ 3          

▲ 69        ▲ 3          

-              -              

-              1              

-              -              

403          427          

403          427          

-              -              

-              -              

-              -              

-              -              

-              -              

8              9              

（イ） 5,289        5,539        

-              23       -              31       

-              -         -              -         

-              23       -              31       

-              80       -              59       

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              23       -              19       

-              0         -              0         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

-              -         -              -         

（ロ） -              -              コア資本に係る調整項目の額

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

特定項目に係る十パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通株式等の額

退職給付に係る資産の額

自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

コア資本に係る基礎項目の額

コア資本に係る調整項目　　　（２）

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、コア
資本に係る基礎項目の額に含まれる額

少数株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア
資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額

コア資本に係る調整後少数株主持分の額

うち、為替換算調整勘定

うち、退職給付に係るものの額

うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額

うち、自己株式の額（△）

うち、社外流出予定額（△）

うち、資本金及び資本剰余金の額

うち、利益剰余金の額

コア資本に係る基礎項目　　　（１）

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額

連結　バーゼルⅢ(国内基準)ベース

項目
26/3月期

実績

経過措置に
よる

不算入額

26/9月期
実績

経過措置に
よる

不算入額
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（ハ） 5,289        5,539        

32,254      34,182      

▲ 1,081    ▲ 1,212    

23            31            

80            59            

23            19            

▲ 1,208    ▲ 1,321    

0              0              

1,368        1,456        

1,334        1,400        

-              -              

-              -              

（ニ） 34,956      37,038      

15.13% 14.95%

連結自己資本比率

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額

うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

うち、退職給付に係る資産

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）

うち、繰延税金資産

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

自己資本の額（（イ）－（ロ））

リスク・アセット等　　　（３）

自己資本
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(図表5)部門別純収益動向 

    

（単体） (億円)

26/3月期 26/9月期 27/3月期

実績 実績 見込み

法人・個人営業ｸ゙ﾙー ﾌ゚ 個人営業ｸ゙ﾙー ﾌ゚

業務粗利益 191 業務粗利益 63 136 

資金利益 86 資金利益 25 42 

役務利益等 105 役務利益等 38 94 

事業法人営業ｸ゙ﾙ ﾌー゚ 法人営業ｸ゙ﾙー ﾌ゚

業務粗利益 158 業務粗利益 114 242 

資金利益 81 資金利益 58 121 

役務利益等 77 役務利益等 56 120 

ｽﾍ゚ｼｬﾙﾃｨﾌｧｲﾅﾝｽｸ゙ﾙ ﾌー゚ ｽﾍ゚ｼｬﾗｲｽﾞﾄ゙ ﾊﾞﾝｷﾝｸ゙ ｸ゙ﾙ ﾌー゚

業務粗利益 387 業務粗利益 145 312 

資金利益 250 資金利益 94 208 

役務利益等 138 役務利益等 50 104 

ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾏー ｹｯﾂｸ゙ﾙ ﾌー゚ ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾏー ｹｯﾂｸ゙ ﾙー ﾌ゚

業務粗利益 82 業務粗利益 104 154 

資金利益 67 資金利益 56 98 

役務利益等 15 役務利益等 48 56 

その他部門 その他部門

業務粗利益 2 業務粗利益 1 16 

合  計 820 合  計 427 860 

注1）平成26年4月に「旧法人・個人営業グループ」の個人営業部門を独立させ「個人営業グループ」とする一方,　法人営業を

 「法人営業グループ」に統合する組織改編を実施しております。

注2）平成26年7月に「ｽﾍ゚ｼｬﾙﾃｨﾌｧｲﾅﾝｽｸ゙ﾙ ﾌー゚」を「ｽﾍ゚ｼｬﾗｲｽﾞﾄﾞﾊﾞﾝｷﾝｸ゙ ｸ゙ ﾙー ﾌ゚」に名称変更しております。  
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(図表6)リストラの推移及び計画 

 

 

25/3月末 26/3月末 26/9月末 備考 27/3月末

実績 実績 実績 計画

(役職員数)

役員数 (人) 16 11 11 16 

うち取締役（（ ）内は非常勤） (人) 13（8） 8(5) 8(4) 13(8)

うち監査役（（ ）内は非常勤） (人) 3(2) 3(2) 3(2) 3(2)

従業員数(注) (人) 1,527 1,581 1,685 1,700 

 (注)事務職員、海外現地職員の合計。在籍出向者を含む。執行役員、技術職員、嘱託、パート、派遣社員は除く。

(国内店舗・海外拠点数)

国内本支店 (注1) (店) 19 19 19  19 

海外支店 (注2) (店) - - - -

(参考)海外現地法人 (注3) (社) 1 1 1 1 

(注1)出張所、代理店、インストアブランチ、払込専門支店、共同利用ＡＴＭ管理専門支店を除く。

(注2)出張所、駐在員事務所を除く。

(注3)SPC等を除く。

25/3月末 26/3月末 26/9月末 備考 27/3月末

実績 実績 実績 計画

(人件費)

人件費 (百万円) 17,463 17,978 8,772 19,100 

うち給与・報酬 (百万円) 10,622 10,827 5,591 11,800 

平均給与月額 (千円) 492 490 489 520 

(注)平均年齢41.9歳（平成26年9月末）。

(役員報酬・賞与)  

役員報酬・賞与 (注1)(注3) (百万円) 226 203 109 245 

うち役員報酬 (百万円) 226 203 109 245 

役員賞与 (注2) (百万円) - - -

平均役員(常勤)報酬・賞与 (注4) (百万円) 29 33 35 29 

平均役員退職慰労金 (百万円) 21 55 38 －

　　 場合、使用人部分を含む。

　　 来の見通しを慎重に検討の上、支給を再開することもあり得ると考えております。

(注3)27/3月末計画には役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給分を含む。

(注4)26/9月末の平均役員(常勤)報酬・賞与は、年換算した額。

(物件費)

物件費 (百万円) 16,733 16,581 7,620 18,000 

うち機械化関連費用(注) (百万円) 5,378 5,069 2,064 5,400 

除く機械化関連費用 (百万円) 11,355 11,512 5,555 12,600 

(注)リース等を含む実質ベースで記載している。

(人件費＋物件費)  

人件費＋物件費 (百万円) 34,196 34,559 16,392 37,100 

(注1)役員報酬・賞与は、人件費及び利益処分によるものの合算であり、ストックオプションは含まない。また、使用人兼務の

(注2)役員賞与につきましては、利益処分としての性格から、本計画上は見込んでおりませんが、収益動向等の経営成績及び将

－
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(図表7)子会社・関連会社一覧 

 
（単位：億円）

設立 資本

年月 勘定

494.7 405.6 405.6 88.4 100.0 2.7 2.3

563.7 422.3 30.1 -0.2 -0.2

400.8 49.4 11.2 11.2

533.7 500.3 0.0        -

0.2 0.2 73.8 73.8

0.3 0.3 13.3 13.3

0.3 0.3 33.3 33.3

0.3 0.3 38.5 38.5

672.6 667.2 667.2 1.5 0.4 0.4

682.3 677.2 677.2 0.7 -0.3 -0.3

673.6 668.8 668.8 0.3 -0.4 -0.4

294.5 292.1 292.1 0.4 0.4 0.4

0.0 0.0      -      -

（注1）26/9月期連結決算において連結の対象とした子会社。

（注2）Aozora Investments LLCの業務執行出資者：Aozora Investment, Inc.

（注3）損失を計上している会社につきましては以下の要因となっております。

あおぞら信託銀行株式会社 ：新規受託案件に注力し信託財産は増加したものの、信託業務における収益性が低下していること等によるものです。

あおぞら投信株式会社 ：創業赤字によるものです。

Aozora GMAC Investment Limited ：経費計上等によるものです。

AZB Funding 2、AZB Funding 3 ：海外貸出資産を取得し、管理することを目的として設立された特別目的会社であり、 各社の損益は当行に帰属する構造に

 なっております。当期の損失は、収益及び費用の期間対応計算方法のズレによるものです。

- -百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

AZB Funding 5 平26/8 Martin Couch
金銭債権取得業

務
平26/9 -

- 連百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

2.3 -115.1 -86.5 連結

AZB Funding 4 Limited 平26/3
金銭債権取得業

務
平26/9

あおぞら投信株式会社

Padraic Doherty

平26/2 柳谷 俊郎 投資運用業務 平26/9 3.8

百万米

ドル

百万米
ドル

金銭債権取得業
務

3.6

百万米

ドル

百万米

ドル

-

- -

百万米

ドル

-

百万米

ドル

百万米

ドル

百万米
ドル

百万

ユーロ

連結AZB CLO 3 Limited 平20/12

AZB Funding 3 平25/9
金銭債権取得業
務

平26/9 - 連結百万米

ドル

連結AZB CLO 4 Limited 平20/12
金銭債権取得業

務
平26/9 百万米

ドル

Jacqueline O'Rourke 百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

平26/9 百万米
ドル

百万米
ドル

-

- - -

連結AZB CLO 2 Limited 平20/12
金銭債権取得業

務
平26/9 百万米

ドル

- 百万米

ドル

- 百万米

ドル

百万

ユーロ

百万

ユーロ

投融資業務 平26/9

百万

ユーロ

- -

Aozora GMAC Investment

Limited
平18/11 投融資業務 平26/9

-
(注2)

AZB CLO 1 Limited 平20/12

Aozora Investments LLC 平18/11

Aozora Investment, Inc.

百万米
ドル

-

連結百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

--

-

うち当行

出資分

会社名

(注1)
代表者 主な業務 直近決算

連結百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

-24.8 連結

経常利益
（百万円）

当期利益
（百万円）

佐藤　淳
信託業務・銀行

業務
平26/9

総資産 借入金
うち当行

分

54.4 -34.166.4  -  - 65.6

314.0  -  - 24.7 3.4
債権管理回収業
務

平26/9 151.5 連結239.3

61.7 連結30.0 61.0

Aozora Asia Pacific Finance

Limited

平26/9

穂刈 俊彦 平26/9

神埜 裕之
金融商品取引業

務

平17/6 速水　博章 金融業 平26/9

53.328.9

平18/11 投融資業務

倉石　英明

倉石　英明

 - 0.2

平26/9

110.7

経営相談
金融経済の調

査・研究

連結0.3  -

百万米

ドル

百万米

ドル

6.90.1

 -  -

 -

渡邉　宏実

百万米

ドル

連結又は持

分法の別

百万米

ドル

百万米

ドル

連結百万米

ドル

百万米

ドル

4.4

あおぞら信託銀行株式会社

あおぞら債権回収株式会社

あおぞら証券株式会社

平8/6

平6/2

あおぞら地域総研株式会社 平25/3

平18/1

連結百万米

ドル

百万米

ドル

百万米

ドル

金銭債権取得業
務

百万米

ドル

-

-平26/9 連結

連結百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

百万米
ドル

AZB Funding 平24/6
金銭債権取得業
務

平26/9 -

AZB Funding 2 平25/3 連結百万米

ドル

百万米

ドル

百万米

ドル

百万米

ドル

百万米

ドル

百万米

ドル

-

- -

Jacqueline O'Rourke

Jacqueline O'Rourke

Jacqueline O'Rourke

Martin Couch

Martin Couch

Martin Couch 平26/9

金銭債権取得業

務

連結

結
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(図表8)経営諸会議・委員会の状況 

会議・委員会名 議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容 

第三者（社外役員）をメンバーに含む会議・委員会 

取締役会 

会長または

社長 

取締役、監査役 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾｸﾚﾀﾘｰ室 少なくとも

3ヶ月に1

回、随時 

（9回） 

経営方針の決定、取締

役・業務執行役員の業務

執行の監督 

監査役会 

常勤監査役

 

監査役 監査役室 原則月1回 

（10回） 

監査に関する重要な事

項についての報告、協

議、決議 

指名報酬委員会 

社外取締役 取締役 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾｸﾚﾀﾘｰ室 随時 

（6回） 

取締役候補者、監査役候

補者、重要な使用人の報

酬の決定並びに監査役

の報酬の審議・意見具申

監査ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ 

委員会 

社外取締役 社外取締役、社外監査役 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾｸﾚﾀﾘｰ室 原則3ヶ月 

に1回、随時

（6回） 

内部・外部監査、ﾘｽｸ管

理、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ、与信監

査及び財務報告ﾌﾟﾛｾｽ等

の業務遂行状況の検証

 
平成 26 年 9月 30 日現在 

開催回数が不定期の場合は、平成 26年 4 月 1日～平成 26 年 9月 30 日の開催回数を記載しております。 

 

 

※第三者の構成状況 

取締役会、監査役会のほか、指名報酬委員会、監査コンプライアンス委員会において、社外役員を構成メンバ

ーとしております。 

指名報酬委員会については、取締役会において委員として選任された取締役を構成メンバーとし、現在は、社

外取締役2名（うち委員長1名）及び常勤取締役1名の3名で構成されております。 

監査コンプライアンス委員会については、取締役会において委員として選任された社外取締役と社外監査

役を構成メンバーとし、現在は、社外取締役 1名（委員長）及び社外監査役 2名で構成されております。
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会議・委員会名 議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容 

第三者（社外役員）をメンバーに含まない会議・委員会 

マネジメント  

コミッティー 

会長、社長ま

たは副社長

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｺﾐｯﾃｨｰﾒﾝﾊﾞｰ ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾｸﾚﾀﾘｰ室 週1回 業務執行上の重要事項

決定 

ALM委員会 

CFO ＜委員＞ 

会長 

社長 

副社長 

CFO 

ﾏｰｹｯﾄ本部長 

CRO 

委員長が指名した者 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

委員長が承認した者 

財務部 月1回 資金計画等 ALM に関す

る重要事項の審議・決定

クレジット 

コミッティー 

 

<ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰｼｮﾅﾙ 

ｸﾚｼﾞｯﾄｺﾐｯﾃｨｰ> 

CCRO ＜委員＞ 

社長 

副社長 

CRO 

CCRO 

CCRO 副担当 

事業法人営業本部長 

ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨﾌｧｲﾅﾝｽ本部長 

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｧｲﾅﾝｽ本部長 

委員長が指名した者 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

委員長が指名した者 

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ

総務室 

（信用ﾘｽｸ管理部）

週1回 与信案件の決裁 

クレジット 

コミッティー 

 

<ｱﾗｲﾄﾞｱﾝﾄﾞ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ 

ｸﾚｼﾞｯﾄｺﾐｯﾃｨｰ> 

CCRO ＜委員＞ 

社長 

副社長 

CRO 

CCRO 

CCRO 副担当 

金融法人・地域法人営業本部長

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ本部長 

委員長が指名した者 

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ

総務室 

（信用ﾘｽｸ管理部）

週1回 与信案件の決裁等 

（主として中堅中小

企業を対象とする） 
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会議・委員会名 議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容 

 

 ＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

委員長が指名した者 

   

統合リスク 

コミッティー 

 

 

CRO ＜委員＞ 

社長 

副社長 

CFO 

CRO 

CCRO 

CCRO 副担当 

経営企画担当役員 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ･ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当役員

ﾏｰｹｯﾄ本部長 

CTO 

委員長が指名した者 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

委員長が承認した者 

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ

総務室 

（統合ﾘｽｸ管理部）

随時 

（9回） 

ﾘｽｸ管理方針の決定、ﾘｽ

ｸ管理体制の監視、 

内部統制環境の確保、

新規業務・新商品の導入

投資委員会 

CRO ＜委員＞ 

社長 

副社長 

CFO 

CRO 

CCRO 

CCRO 副担当 

ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨﾌｧｲﾅﾝｽ本部長 

委員長が指名した者 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

委員長が承認した者 

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ

総務室 

（市場ﾘｽｸ管理部）

週1回 個別投資案件の決裁や

適切な投資方針の決定、

銀行全体の投資ﾘｽｸに関

する状況把握及び安全

で収益性の高いﾎﾟｰﾄﾌｫﾘ

ｵの構築、維持 

CAPEX委員会 

（IT関連案件決

裁及び管理） 

CTO ＜委員＞ 

社長 

副社長 

CTO 

CFO 

経営企画担当役員 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当役員

CTO 副担当 

委員長が指名した者 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

委員長が承認した者 

IT ｺﾝﾄﾛｰﾙ部 月1回 

 

 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｺﾐｯﾃｨｰが承認し

た業務計画や戦略を実

現するためのIT ﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄの承認、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 
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会議・委員会名 議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容 

CAPEX委員会 

（ファシリティ

関連案件決裁及

び管理） 

経営企画 

担当役員 

＜委員＞ 

社長 

副社長 

CTO 

CFO 

経営企画担当役員 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当役員

委員長が指名した者 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

委員長が承認した者 

管理部 原則月1回 業務計画や戦略を実現

するためのﾌｧｼﾘﾃｨ関連

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの承認・ﾓﾆﾀﾘﾝ

ｸﾞ 

顧客保護委員会 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当

役員 

＜委員＞ 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当役員

CRO 

CTO 

個人営業本部長 

委員長が指名した者 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

委員長が承認した者 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事務統括

部 

原則月1回 顧客説明管理、顧客ｻﾎﾟ

ｰﾄ等管理、顧客情報管

理、外部委託管理、利益

相反管理の 5 つの観点

から、弊行の顧客保護等

管理態勢を審査、検証

 

会議・委員会名 議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容 

その他の委員会 

人権啓発推進 

委員会 

人事担当役

員 

＜委員＞ 

人事担当役員 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当役員

人事部長 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事務統括部長 

人事部 年1回 人権啓発研修の企画・実

施等 

グループコンプ

ライアンス 

協議会 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当

役員 

＜構成員＞ 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当役員

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事務統括部長 

個人営業本部長 

金融法人・地域法人営業本部

長 

ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨﾌｧｲﾅﾝｽ本部長 

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｧｲﾅﾝｽ本部長 

統合ﾘｽｸ管理部長 

各子会社の社長 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

ﾘｰｶﾞﾙｶｳﾝｾﾙ 

議長が承認した者 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事務統括

部 

原則 

6ヶ月1回 

あおぞら銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ全

体として、法令諸規則・

監督指針等の外部規範

に準拠し、整合性のとれ

たｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ態勢の整備

を図る 
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会議・委員会名 議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容 

開示協議会 

CRO ＜構成員＞ 

CRO 

資産査定部長 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事務統括部長 

統合ﾘｽｸ管理部長 

IT ｺﾝﾄﾛｰﾙ部長 

経理部長 

監査部長 

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部長 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

統合ﾘｽｸ管理部 原則 

3ヶ月1回 

有価証券報告書及び適

時開示資料等のﾚﾋﾞｭｰ、

財務報告に係る内部統

制及び情報開示体制の

整備に係る議論を通じ

て、財務報告に係る内部

統制の高度化を図る 

金融犯罪対策連

絡会議 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当

役員 

＜構成員＞ 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ担当役員

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事務統括部長 

CCRO 

個人営業本部長 

金融法人・地域法人営業本部

長 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ本部長 

事業法人営業本部長 

ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨﾌｧｲﾅﾝｽ本部長 

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｧｲﾅﾝｽ本部長 

CTO 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

ﾘｰｶﾞﾙｶｳﾝｾﾙ 

議長が出席を要請した者 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事務統括

部 

原則 

6ヶ月1回 

反社会的勢力排除の対

策全般に係る協議及び

態勢整備、外部関係機関

との適切な連携 

格付レビュー 

協議会 

CRO ＜構成員＞ 

CRO 

CCRO 

資産査定部長 

審査第一部長 

審査第二部長 

審査第三部長 

融資部長 

信用ﾘｽｸ管理部長 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

資産査定部 3ヶ月1回 適正且つ再現性のある

自己査定管理態勢の構

築を図ることを目的と

する 
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会議・委員会名 議長 メンバー 担当部署 開催頻度 目的・討議内容 

グループ会社 

運営連絡会 

経営企画 

担当役員 

＜構成員＞ 

経営企画担当役員 

個人営業本部長 

金融法人・地域法人営業本部

長 

ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨﾌｧｲﾅﾝｽ本部長 

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾌｧｲﾅﾝｽ本部長 

経営企画部長 

議長が承認したもの 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

議長が承認したもの 

経営企画部 原則 

6ヶ月1回 

子会社の運営に関して、

ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営の視点より

議論及び情報共有を行

うことで、子会社の弊行

ｸﾞﾙｰﾌﾟへの貢献を高め

る 

危機管理関係 

本部連絡会 

経営企画 

担当役員 

＜構成員＞ 

経営企画担当役員 

危機管理室長 

経営企画部長 

人事部長 

管理部長 

IT ｺﾝﾄﾛｰﾙ部長 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事務統括部長 

議長が指名した者 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

会長 

社長 

副社長 

常勤監査役 

人事部・管理部・IT ｺﾝﾄﾛｰﾙ部・

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事務統括部 各部の

担当役員 

危機管理室 四半期に1

回及び議長

が必要と認

めた場合 

各関係本部の危機対応

の迅速化、全行的視野に

おける取組みを強化す

ることにより、弊行全体

の業務継続計画（BCP）

の実効性向上を図る 

勘定系システム

更改推進連絡会 

CTO ＜メンバー＞ 

会長 

社長 

副社長 

全執行役員 

＜ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ＞ 

常勤監査役 

監査部長 

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ＆ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ

ｽﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ（責任者：

CTO） 

月1回 

 

勘定系ｼｽﾃﾑ更改ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ

ﾄの進捗状況、課題、対

応方針に関する情報の

共有及び勘定系ｼｽﾃﾑ更

改ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進に係

る重要事項に関する対

応方針等 

 

 

 

平成26年9月30日現在 

開催回数が不定期の場合は、平成26年4月1日～平成26年9月30日の開催回数を記載しております。 

 

平成 26 年 7 月 1日に、リテール・ビジネスバンキングクレジットコミッティーの名称をアライドアンドビジ

ネスバンキングクレジットコミッティーに変更いたしました。 

－ 44 － 
 



 

(図表9)担当業務別役員名一覧 

 

担当役員 現職

経営全般 福田　誠 取締役会長

馬場　信輔 代表取締役社長最高経営責任者

田辺　雅樹 代表取締役副社長（CFO）

特命事項担当 ジョージ　A.　レオン 執行役員

経営企画ユニット 山形　昌樹 専務執行役員

人事ユニット 原田　政明 執行役員

コンプライアンス・ガバナンスユニット 山形　昌樹 専務執行役員

クラーク　D.　グラニンジャー 常務執行役員

法人営業グループ

金融法人・地域法人営業グループ 谷川　啓 常務執行役員

ビジネスバンキンググループ 浅田　慶一 執行役員

事業法人営業グループ 細野　克也 常務執行役員

スペシャライズドバンキンググループ

スペシャルティファイナンスグループ 山越　康司 執行役員

インターナショナルファイナンスグループ 倉石　英明 執行役員

ファイナンシャルマーケッツグループ 小原　正好 執行役員

ファイナンスグループ 田辺　雅樹 代表取締役副社長（CFO）

芥川　知美 執行役員（CFO副担当）

テクノロジー＆オペレーションズグループ 尾関　政達 常務執行役員（CTO）

関沢　行雄 執行役員（CTO副担当）

統合リスクマネジメントグループ 齋藤　猛雄 取締役専務執行役員（CRO）

クレジットリスクマネジメントグループ 齋藤　猛雄 取締役専務執行役員（CCRO）

廣瀬　文彦 執行役員（CCRO副担当）

平成２６年９月３０日現在

担当業務

個人営業グループ
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(図表10)貸出金の推移 

(残高) (億円)

26/3月末 26/9月末 27/3月末

実績 実績 備考 計画

(A) (B) (Ｃ)

国内貸出 ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを含むﾍﾞｰｽ 20,888 20,685 21,230 

ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを除くﾍﾞｰｽ 20,382 20,123 20,724 

中小企業向け貸出ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを含むﾍﾞｰｽ 5,312 5,633 5,422 

(注) ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを除くﾍﾞｰｽ 5,290 5,614 5,400 

うち保証協会保証付貸出 0 0 0 

個人向け貸出（事業用資金を除く） 97 89 85 

うち住宅ローン 44 40 40 

その他 15,478 14,964 15,723 

海外貸出 5,603 6,531 6,500 

合計 26,491 27,216 27,730 

(注)中小企業向け貸出とは、資本金又は出資金３億円(但し、卸売業は１億円、小売業・飲食業・サービス業は50百万円)以下の

法人または常用する従業員が300人(但し、卸売業・サービス業は100人、小売業・飲食業は50人)以下の法人向け貸出（個人

に対する事業用資金を含む）を指す。ただし、当社の連結子会社・持分法適用会社向け貸出を除く。

(増減額・実勢ベースを算出するうえで考慮すべき要因考慮後)
(億円)

26/9月期 27/3月期

実績 備考 計画

(B)-(A)+(ｱ) (Ｃ)-(A)+(ィ)

国内貸出 ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを含むﾍﾞｰｽ 127 742 

ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを除くﾍﾞｰｽ 70 742 

中小企業向け貸出ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを含むﾍﾞｰｽ 324 150 

ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを除くﾍﾞｰｽ 329 150 

(実勢ベースを算出するうえで考慮すべき要因（ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを除くベース））
(億円 、(　)内はうち中小企業向け貸出)

備考

不良債権処理 119 (6) (          )

貸出金償却（注１） 0 (0) (          )

部分直接償却実施額（注２） 0 (0) (          )

協定銀行等への資産売却額(注３) 0 (0) (          )

上記以外への不良債権売却額 0 (0) (          )

その他の処理額（注４） 119 (6) (          )

債権流動化(注５) 140 (▲ 2) (          )

私募債等（注６） 70 (0) (          )

子会社等（注７） 0 (0) (          )

計 329 (4) 400 (40)

(注１)無税化（法人税基本通達９－６－１、９－６－２、９－４－１、９－４－２）を事由とする直接償却額。

(注２）部分直接償却当期実施額。

(注３)金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第53条で定められた協定銀行等への債権売却額。

(注４)その他の不良債権処理による残高減少額。

(注５)主として正常債権の流動化額。

(注６)私募債の引受等、実質的に貸出と同様の信用供与が行われているものの取組額。

(注７)連結子会社・持分法適用会社向け貸出のうち、中小企業向け信用供与の円滑化に資するもの。

26/9月期

実績

(ｱ)

26年度中

計画

(ィ)

 

 

－ 46 － 
 



 

(図表12)リスク管理の状況 

 現在の管理体制 当期における改善等の状況 

統合的リスク [規定・基本方針]  

・ リスク管理カテゴリーマスターポリシー（統合的リスク管理）

・ リスク管理カテゴリーマスターポリシー（自己資本管理） 

・ リスク管理カテゴリープロシージャー（リスク資本管理） 

 

[体制･リスク管理部署] 

・ 取締役会にて年度毎にリスク管理の方針を定め、あおぞら銀

行グループ全体及び各業務部門の資本配分額、リスク限度額、

損失限度額等を設定する。 

・ 統合リスクコミッティーは、信用リスクや市場リスク等のプ

ロシージャーの策定を行う。 

・ CRO は、「新規業務・新商品」を該当性・重要性によって定義

する。新規業務・新商品は、該当しない案件、報告が必要な

案件、付議が必要な案件に分類される。「取組意義の承認」と

「取組（導入）の承認」を分けた二段階での承認プロセスに

より、統合リスクコミッティーにおける新規業務・新商品の

導入の審議は、統合的な案件取組への枠組みとして機能して

いる。 

・ ALM 委員会は、資金調達・運用、流動性リスク、市場リスク・

収益状況のモニタリングと運営方針の審議・策定を行う。 

・ 各リスク管理所管部（統合リスク管理部、信用リスク管理部、

市場リスク管理部）は、自己資本充実度及び各リスクの状況

について四半期毎に取締役会・監査コンプライアンス委員会

に、また月次でマネジメントコミッティーに報告する。また、

統合ストレステストを定期的及び随時に実施し、その結果を

報告する。 

 

（CRO チーフリスクオフィサー） 

・ 統合リスクマネジメントグループ（統合リスク、信用リスク、

市場リスク、オペレーショナルリスク及びリスクポリシーの

管理）の統括 

・ リスク資本の計測（統括）・報告 

・ 資本充実度の評価 

 

（統合リスク管理部） 

・ 統合的リスク管理に関する基本的な事項の企画、立案、推進 

・ 統合的リスク管理に関する事項についての部店に対する支

援、助言・指導 

・ 信用リスク・市場リスク・オペレーショナルリスク等の整合

的・統一的な計測手法に基づく統合リスク管理に関する企画、

立案、推進 

・ 統合ストレステストのシナリオ設定とテストの実施、結果の

分析 

・ 資本配分に関する業務 

 

 

 

 

 

 

 

・ 資本配分に関する業務を財務部よ

り統合リスク管理部へ移管（平成 26

年 4 月） 

 

 

・ 統合ストレステストでの不動産、与

信集中、金利リスクの個別分析の充

実（平成 26 年 6月） 

 

 

・ 統合リスク報告について、取締役

会・監査コンプライアンス委員会宛

四半期の「統合リスク報告」と、マ

ネジメントコミッティー宛「月次リ

スク報告」に見直し（平成 26 年 7

月） 

 

 

 

信用リスク 

(カントリーリスクを含む) 

[規定・基本方針]  

・ リスク管理カテゴリーマスターポリシー（信用リスク（カン

トリーリスクを含む）） 

・ リスク管理カテゴリープロシージャー（格付プロシージャ

ー､案件格付規則､期待損失格付プロシージャー､カントリー

リスク､与信ポートフォリオリスク管理､有価証券取引等に

おける決済リスク､等） 

 

[体制･リスク管理部署]  

・ 取締役会にて年度毎にあおぞら銀行グループ全体及び各業

務部門の資本配分額、信用リスク限度額を設定 

・ マネジメントコミッティーは、信用リスクに係る業務執行上

の重要事項を決定する。 

・ クレジットコミッティーは、マネジメントコミッティーから

 

・ プロシージャー「カントリーリス

ク」を改定し、国内基準行に対する

バーゼルⅢの適用開始に伴い、カン

トリーリミット額の上限額を算出

する際に用いる弊行自己資本の定

義を変更した。（平成 26 年 5 月）ま

た、当該上限額の妥当性を検証する

とともに、例外的に上限額を超える

カントリーリミット額を設定する

場合の要件を、規定上に明記した。

（平成 26 年 7月） 

 

・ 「クレジットコミッティー規程」を
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 現在の管理体制 当期における改善等の状況 

の委任を受け、以下の事項を決定する。 

・一定の基準に該当する個別与信案件の決裁 

・CCRO(チーフクレジットリスクオフィサー)への決裁権限委

譲及び決裁権限の再委譲権の付与 

 

（信用リスク管理部）  

・ 与信業務の基本方針及び運用基準の立案、策定 

・ 格付制度に関する企画、立案 

・ クレジットデータベースの構築 

 

（統合リスク管理部） 

・ 資本配分額・リスク限度額の起案等 

・ 信用リスクの計量化並びに月次モニタリング 

・ 与信ポートフォリオの状況の経営宛報告 

・ 与信ポートフォリオ運用にかかる制度やルールの立案、策定

・ 自己資本比率信用リスクアセットの算出 

 

（審査第一部・審査第二部・審査第三部・融資部） 

・ 個別案件審査、決裁 

・ 債務者格付、期待損失格付の承認 

 

（鑑定部） 

・ 国内及び海外の担保物件の鑑定評価 

 

（資産査定部） 

・ 自己査定及び償却・引当の企画・立案・実施、並びに適切性

の検証・取り纏め 

・ 債務者格付、期待損失格付の検証 

 

（市場リスク管理部）  

・ エクイティ、連結子会社の一部の自己査定を所管 

・ PD・LGD の推計及び検証 

  

[リスク管理手法]  

信用格付を与信運営の中心に据え、与信審査に関わる決裁体系、

金利スプレッド等、重要な与信判断基準のひとつとして用いるほ

か、自己査定の運営や信用リスクを定量的に把握する際の指標と

している。格付別、業種別、大口グループ別等の切口から、エク

スポージャー、信用リスク量等を経営及び取締役会に報告してい

る。 

 

改定し、クレジットコミッティー

（金融円滑化管理）の機能をマネジ

メントコミッティーへ統合したこ

とに伴い、第 2編（クレジットコミ

ッティー（金融円滑化管理））を削

除するとともに、「クレジットコミ

ッティー（与信案件決裁）」の名称

を「クレジットコミッティー」に変

更した。（平成 26 年 4 月）また、行

内の組織変更に伴い、リテール・ビ

ジネスバンキングクレジットコミ

ッティー（RBBCC）の名称をアライ

ドアンドビジネスバンキングクレ

ジットコミッティー（ABCC）に変更

するとともに責任範囲も一部変更

した。（平成 26 年 7 月） 

 

・ マニュアル「与信決裁権限基準」を

改定し、制度化された個人向けロー

ンにかかる与信案件等の決裁権限

者について、組織変更に伴い、オー

ナーソリューション部長から融資

部長に変更した。（平成 26 年 7月）

 

・ マニュアル「金融機関与信管理要

領」を改定し、株式会社日本証券ク

リアリング機構を本マニュアルの

対象とした上でカウンターパーテ

ィーリスクの管理方法について定

めた。（平成 26 年 4 月） 

 

・ マニュアル「無担保裏書手形買取要

領」を改定し、貸出申請書記載事項

や事務手続きに関して見直しを行

った。（平成 26 年 7 月） 

 

・ 『「経営者保証に関するガイドライ

ン」に関する留意事項』を作成し、

公表された『「経営者保証に関する

ガイドライン」の活用に係る参考事

例集』及び運営上の留意点等の周知

を図った。（平成 26 年 8月） 

 

・ ABL 取扱いにおける貸出申請手続き

等について留意点をまとめた「ABL

取扱いにおける留意点について」を

作成し、ABL の活用促進を図った。

（平成 26 年 9月） 

 

・ マニュアル「コミットメントライン

契約取扱要領」を改定し、「特定融

資枠契約に関する法律」の対象外と

なる企業等とのコミットメントラ

イン契約における利息制限法上の

管理手続等を明確化した。（平成 26

年 9 月） 

 

・ プロシージャー「金融円滑化管理規

定」を改定し、金融仲介機能及びコ

ンサルティング機能の発揮に向け

た取組みのひとつとして、国際的・
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 現在の管理体制 当期における改善等の状況 

業態横断的な業務展開を通じた知

見に基づき、顧客の成長・再生の支

援に向けた取組みを図ることを明

記した。また、具体的な手続き等を

マニュアル「金融円滑化管理マニュ

アル」として分離した上で、モニタ

リングの実効性を高めるため、モニ

タリングシートの定例作成サイク

ルを 3ヶ月毎から 6ヶ月毎に変更す

るとともに、随時モニタリングを行

うこととした。（平成 26 年 9 月） 

 

・ プロシージャー「クレジットガイド

ライン」を改定し、不動産ファイナ

ンスガイドラインの金額を一部見

直した。（平成 26 年 4 月） 

 

マーケットリスク [規定・基本方針]  

・ リスク管理カテゴリーマスターポリシー（市場リスク管理） 

・ リスク管理カテゴリープロシージャー(市場リスクの特定、計

測・分析手法、市場リスクの限度額設定及びモニタリング、

モデル認証、私募エクイティ投資等) 

 

[体制･リスク管理部署] 

・ 取締役会及びマネジメントコミッティーは、年度毎にあおぞ

ら銀行グループ全体及び各業務部門・部署に対して資本を配

分し、配分資本額に基づき、リスク限度額、損失限度額等を

設定 

・ 市場リスク管理部は、トレーディング業務については日次で、

バンキング業務については日次または月次で市場リスク・損

益のモニタリングを行い、CRO 及び各業務部門の担当役員に直

接報告を行うとともに、原則として四半期毎に取締役会に、

月次で ALM 委員会に報告 

・ 投資委員会にて､投資に関する方針の決定､案件の決裁を行

う｡主要アセットクラス毎に投資計画､投資上限､選定基準を

承認。定期的に進捗状況を確認している。 

・ 銀行の金利リスクは個別本支店レートを適用し、資金証券部

にて集中して管理 

＜主要所管部署＞ 

（CRO チーフリスクオフィサー）  

・ 統合リスク、信用リスク、市場リスク、オペレーショナルリ

スクを担当 

・ その他に、リスク計測手法やリスク計測モデル等に関わる定

量的側面に対する支援・検証機能を保持 

 

（市場リスク管理部） 

・ リスクの計測、評価、報告 

・ リスク限度額、損失限度額、ディスカッションポイント等の

遵守状況確認 

・ ファンドモニタリングについて月次でパフォーマンスを検証 

・ 投資有価証券の含み損益を時価に基づき月次でモニタリング 

 

（統合リスク管理部）  

・ 資本配分額、リスク限度額、損失限度額等の起案等 

（資金証券部） 

・ バンキング勘定に係る ALM オペレーション 

（市場商品部） 

・ トレーディング勘定に係るオペレーション 

（事務部） 

・ 公正価値の算定、バックオフィス機能 

 

 

 

 

 

 

 

・ マーケットパラメーターの相関及

びボラティリティ推移の補完的モ

ニタリングを開始（平成 26 年 9 月

末） 
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 現在の管理体制 当期における改善等の状況 

[リスク管理手法] 

・ VaR によりマーケットリスク量を一元的に把握 

・ ベーシス・ポイント・バリュー等のポジション額を把握 

・ バンキング勘定の金利リスクについてアウトライヤー基準に

よる金利ショックを計測 

 

流動性リスク 

(資金流動性リスク) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(市場流動性リスク) 

[規定・基本方針]  

・ リスク管理カテゴリーマスターポリシー 

・ リスク管理カテゴリープロシージャー（2）（資金繰り管理基

準､流動性危機管理基準） 

・ リスク管理カテゴリーマニュアル（流動性危機管理マニュア

ル） 

 

[体制･リスク管理部署] 

・ 取締役会にて、通期の資金計画を、通期の業務運営計画の一

部として決定。また、ALM 委員会にて月次の資金計画を決定 

 

（財務部） 

・ リスク管理部署である財務部が資金繰り状況を一元的に把握

し、日次で CFO に報告するとともに、月次で ALM 委員会に報

告 

 

[リスク管理手法] 

・ 最低限確保すべき流動性バッファー（足元の余剰資金を国債

等流動性の高い手段で運用した資産）の金額（リミット）の

設定 

 

[規定・基本方針]  

・ リスク管理カテゴリーマスターポリシー 

・ リスク管理カテゴリープロシージャー 

・ リスク管理カテゴリーマニュアル（市場流動性コスト計測要

領） 

 

[体制･リスク管理部署] 

（市場リスク管理部） 

・ 先物関連取引等について、ALM 委員会で決議した市場流動性リ

スクガイドラインに基づき、市場リスク管理部が市場規模に

対する取引状況を把握し、月次で CRO 及び ALM 委員会に報告。

またトレーディング勘定について市場流動性コスト（ポジシ

ョン解消時に要する追加的なコスト）を四半期毎に算出し、

CRO 及び ALM 委員会に報告 

 

[リスク管理手法] 

・ 市場取引量に対する弊行の占有率に対する上限を ALM 委員会

で設定 

・ トレーディング勘定に対し、ストレス時の市場価格を基準に

ディスカッションポイントを設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 統計データの整備に伴い、ストレステ

ストにおける個人預金の継続率及び

中途解約の前提条件について見直し

を実施（平成26年8月） 

 

・ 前年と同額でリミット再設定（平成

26 年 9 月） 

 

 

オペレーショナルリスク 

 

[規定・基本方針]  

・ リスク管理カテゴリーマスターポリシー(1)(オペレーショナ

ルリスク) 

・ リスク管理カテゴリープロシージャー（4）(オペレーショナ

ルリスク管理、事務ミス・コンプライアンス違反等報告、シ

ステムリスク管理、危機管理及び業務継続) 

・ 業務管理カテゴリー プロシージャー(1)（外部委託管理） 

・ 暫定事務マニュアル等 

 

[体制･リスク管理部署] 

・ 事務リスク(コンプライアンス事務統括部)、システムリスク

（ＩＴコントロール部）、法務コンプライアンスリスク（コン

プライアンス事務統括部）、有形資産リスク（管理部）、人的

 

・リスク管理カテゴリー プロシージャ

ー「オペレーショナルリスク管理」及

び、マニュアル「オペレーショナルリ

スク管理」改定（平成 26 年 5月） 

 

・ 事務マニュアルの改定を含む、業務

効率化対応を順次実施 

 「ストリームラインの一部機能変更」

  （平成 26 年 4 月） 

「『事務取扱要領（あおぞらインター

ネットバンキング）』の改定」 

  （平成 26 年 5 月） 
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リスク（人事部）のリスク毎に専門のリスク管理部門が所管 

・ 統合リスク管理部が計量的把握・RCSA 等、総合的なオペレー

ショナルリスク管理を所管 

・ 災害事態に対する対応は危機管理室が所管 

 

[リスク管理手法] 

・ オペレーショナルリスクによる損失、RCSA・リスクマッピン

グによるリスク･コントロールのレビュー、リスク額の計量化

・ オペレーショナルリスクの部門別資本配賦 

・ バーゼルⅢは、粗利益配分手法を採用 

・ オペレーショナルリスクの状況については、取締役会、マネ

ジメントコミッティー宛報告 

・ 事務マニュアル等の見直し改善を行う一方で、事務指導、研

修の実施、業務チェックリスト作成や事務手続に関する各種

問合せに対応することで、事務処理レベルの一層の向上を推

進 

・ 各種事務処理の効率化を順次検討、実施することで、人為的

ミスを可能な限り減少させる事務処理体制を構築 

・ 自店検査による事故、不正等の早期検知、もしくは検知され

ることによる不正抑止事務ミス、事故等については発生の都

度各部室店から所管部署に対して報告を実施。発生状況等に

ついては、原則四半期に一度、マネジメントコミッティー宛

報告 

・ システムトラブル、物的損失事象については、重要度に応じ

て適切なレベルの責任者に即時報告するとともに、発生状況

について四半期に一度、マネジメントコミッティー宛報告 

・ 危機管理室が中心となり、業務継続戦略（BCS）に基づく各部

室店による業務継続計画（BCP）の年次見直しを実施。 危機

管理室は業務継続関連の訓練についてとりまとめ、年一回マ

ネジメントコミッティー宛報告 

 

「預金関連事務手続きの効率化につ

いて」（平成 26 年 6 月） 

 「回議書合議廃止の試行について」 

  （平成 26 年 6 月） 

 「預金口座開設連絡表の改訂につい

て」（平成 26 年 6 月） 

「送金小切手取組の廃止等」 

  （平成 26 年 6 月） 

「『事務取扱要領（集金・一時預り』

の改定について）（平成 26 年 7月）

「自由金利型定期預金約定事務の一

部変更について」（平成 26 年 8月）

「『貸出規定（契約案文）』の改訂に

ついて」（平成 26 年 8 月） 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ マニュアル「新型インフルエンザ対

策計画」改定（平成 26 年 4 月） 

 

・ 首都圏広域被災を想定し、関西支店

に決済系システムのバックアップ

環境設置（平成 26 年 8 月） 

 

法務コンプライアンス 

リスク 

 

[規定・基本方針]  

・ 経営管理カテゴリーマスターポリシー(5) 

 -内部統制システムの構築に関する基本方針 

 -組織・職務権限ポリシー 

 -行規管理 

 -倫理･行動基準 

 -グループ会社管理 

 

・ 業務管理カテゴリーマスターポリシー(3) 

 -法務コンプライアンス 

 -顧客保護等管理 

 -情報資産の保護 

 

 

・ 業務管理カテゴリープロシージャー（18） 

 -コンプライアンスプログラム 

 -内部者取引（インサイダー取引）未然防止取扱 

 -顧客確認プロシージャー（KYC プロシージャー） 

 -反社会的勢力排除プロシージャー 

 -事務ミス・コンプライアンス違反事象等報告プロシージャー 

 -あおぞらホットライン制度 

 -その他の付随業務 

 -法務リスク管理プロシージャー 

 -株式等の保有規制にかかる確認報告 

 -出張旅費、接待・贈答の業務経費支出手続き 

 -子会社との弊害防止 

 -お客さま情報取扱 

 -お客さま情報等の第三者提供 

 -文書保管・廃棄 

 -顧客説明プロシージャー 

 

 

 

 

 

 

 

・ マスターポリシー「法務コンプライ

アンス」より、「情報資産の保護」

を分離、新たなマスターポリシーと

して制定（平成26年8月） 

 

 

・ 法務・コンプライアンスに関する態

勢整備とリスク低減のための施策と

して「2014年度コンプライアンスプ

ログラム」を策定、同プログラムを

実践（平成26年4月） 

 

・ 「内部者取引（インサイダー取引）

未然防止プロシージャー」と「個人

投資に関する取引規制プロシージャ

ー」を統合した上で、基本的考え方

を（新）「内部者取引（インサイダ

ー取引）未然防止プロシージャー」

に集約、重要情報管理手続きや、業

務上の取引あるいは個人取引におけ

る手続き上の留意点等を（新）「内

部者取引（インサイダー取引）未然

防止マニュアル」として分離（平成
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 現在の管理体制 当期における改善等の状況 

 -広告等審査管理プロシージャー 

 -利益相反管理並びにアームズ・レングス・ルールの遵守 

 -外部委託管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[体制･リスク管理部署] 

・ 監査コンプライアンス委員会 

・ 統合リスクコミッティー 

・ 顧客保護委員会 

・ グループコンプライアンス協議会 

・ 金融犯罪対策連絡会議 

・ コンプライアンス事務統括部 

 -各部室店に法令遵守責任者を設置 

 -コンプライアンスオフィサーによる部室店指導 

 -金融犯罪対策室を部内室として設置 

  -リーガル・カウンセルを配置 

 

 

[リスク管理手法] 

・ 商品販売ルール等の顧客保護委員会による検証 

・ コンプライアンス事務統括部及び業務本部にて金融商品販売

取引状況をモニタリングし、金融商品販売勧誘態勢の適切性

を定期的に事後検証するとともに、営業部店への指導を実施｡

・ 顧客の相談・苦情等は調査・分析の上、顧客保護委員会、マ

26年4月） 

 

・ 反社排除関連行規を制改定 

反社会的勢力との取引遮断にかかる

態勢整備の考え方をプロシージャー

として整理し、反社チェックにかか

る手続きの詳細はマニュアルとして

分離。「主要行向けの総合的な監督

指針」及び「金融検査マニュアル」

の一部改正で追加・強化された金融

庁の主要着眼点のうち、旧行規に定

めがないもしくは明確でない点を新

プロシージャーに規定（平成26年8

月） 

 

・ 公益通報者保護法に関する消費者庁

のガイドライン及び他社における同

種制度の運営状況等も踏まえ、プロ

シージャー「あおぞらホットライン

制度」を従来からの運営実態に合わ

せて改正（平成26年7月） 

 

・ 法務リスクの極小化や顕在化時の適

切な対応に向け、管理体制及び業務

フローの明確化を図る観点から、法

務リスク管理関連行規を改編（平成

26年4月） 

 

・ プロシージャー「外部委託管理」を

改正 

外部委託先に係る基本方針、定義部

分、態勢整備に関する事項をプロシ

ージャーに集約し、日常的手続き面

をマニュアルとして分離 

再委託先等の取扱いを明記 

各種チェックシート等の様式見直し

（平成26年8月） 

 

・ 金融犯罪対策連絡会議兼グループコ

ンプライアンス協議会開催 

＜テーマ＞ 

・反社会的勢力排除にかかる内部管

 理態勢/監督指針への対応 

・銀行取引における暴排条項導入徹

 底に向けた取組み 

・会社法改正への対応（コーポレー

 トガバナンスについて） 

（平成26年8月） 

 

 

 

 

・ 平成26年3月に改正した「個人営業

グループにおける投資勧誘マニュア

ル」を改正。高齢者取引に係る行内

手続きを明確化し、より厳格な運営

を開始（平成26年7月） 
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 現在の管理体制 当期における改善等の状況 

ネジメントコミッティーに報告 

・ 各部店の紛争・訴訟案件について、助言・指導を行い、全店

の状況を取りまとめの上、定期的に監査コンプライアンス委

員会・マネジメントコミッティーに報告。 

・ 利益相反管理状況は、対応の適切性について検証を行った上

で、顧客保護委員会に報告 

・ 行規違反を含め不祥事件等の発生時にはコンプライアンス事

務統括部及びマネジメントコミッティーに対し報告がなさ

れ、対応・処理方針を決定。事件の重要性に応じ取締役会へ

も報告 

・ 部店に対し再発防止の指導・助言 

・ 反社会的勢力の排除のため、反社チェックの実施と反社デー

タベースとの定期的突合 

・ インサイダー取引未然防止のためコンプライアンス事務統括

部による重要情報の一元管理、役職員の業務上・私的な株取

引等の事前申請制 

・ 疑わしい取引等の監視・当局報告 

・ 口座不正利用防止のため、顧客確認の徹底、実態調査の実施。

・ 法律相談、重要な契約書等についてのドキュメンテーショ

ン・チェック、新商品・新業務取組みに際しての業法等のコ

ンプライアンス・チェックを実施 

・ 行規等制改定の都度、ルールが法令や他の行規等に抵触しな

いかどうか、事前チェックを実施 

・ 研修・テスト等を通じた啓蒙活動 

 

 

・ 損失先フォロー基準に基づく投資損

失先フォロー及びJPM・BRICSファン

ドの繰上償還に伴う事前フォロー実

施状況を顧客委員会へ報告（平成26

年7月） 

 

・ 生命保険販売先のアフターフォロー

試行結果を顧客保護委員会へ報告

（平成26年8月） 

 

・ 為替系デリバティブ取引先のアフタ

ーフォロー実施状況を顧客保護委員

会へ報告（平成26年5月） 

 

・ コンプライアンス関連業務知識の習

得、及び、意識向上を図るため、役

職員を対象に定期的に e-ラーニン

グを実施 

＜テーマ（実施年月）＞ 

インサイダー取引未然防止（平成26

年4月） 

高齢者取引について（平成 26 年 5

月） 

インサイダー取引規制入門/応用編

（平成26年6月） 

個人情報漏えい（平成26年6月） 

FATCA対応導入編（平成26年7月）

全銀協TIBOR（平成26年8月） 

自店検査について（平成26年9月）

 

レピュテーショナルリスク [規定・基本方針] 

 ・ 業務管理カテゴリーレベル 2ポリシー（風評リスク） 

 

[体制･リスク管理部署] 

 （CEO）  

・ CEO が総括、風評リスクに関与する顧客本部、業務本部各部の

所管を明示 

 

[リスク管理手法] 

・ リスク発生の予防及び発生時の迅速な対処、特に兆候を察知

した場合の拡大防止に力点を置く 

 

 

なお、監査部が独立した内部監査部署として、上記各リスク管理部署を含む全部室店及び法令の許す範囲で子会社を対象に監査を実施し、

弊行及び子会社の内部管理態勢の適切性･有効性を検証。 
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(図表13)金融再生法開示債権の状況 

(億円)

26/3月末 26/3月末 26/9月末 26/9月末

実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

36 36 5 5 

危険債権 567 571 403 404 

要管理債権 199 199 113 120 

小計（Ａ） 802 805 520 528 

正常債権 26,033 25,964 27,134 27,097 

合計（Ｂ） 26,834 26,769 27,654 27,625 

比率　（Ａ）/（Ｂ） 2.98 3.00 1.88 1.91

引当金の状況

(億円)

26/3月末 26/3月末 26/9月末 26/9月末

実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

一般貸倒引当金 434 433 449 457 

個別貸倒引当金 211 214 148 148 

特定海外債権引当勘定 - - - -

偶発損失引当金 - - - -

貸倒引当金　計 645 214 596 606 

債権売却損失引当金 - - - -

特定債務者支援引当金 - - - -

小    計 645 647 596 606 

特別留保金 - - - -

債権償却準備金 - - - -

小    計 - - - -

合　　計 645 647 596 606 
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(図表14)リスク管理債権情報 

（億円、％）

26/3月末 26/3月末 26/9月末 26/9月末

実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

破綻先債権額(A) 2 2 0 0 

延滞債権額(B) 592 596 407 407 

３か月以上延滞債権額(C) - - - -

貸出条件緩和債権額(D) 199 199 113 120 

①金利減免債権 0 0 2 2 

②金利支払猶予債権 14 14 14 14 

③経営支援先に対する債権 - - - -

④元本返済猶予債権 184 184 97 104 

⑤その他 - - - -

合計(E)=(A)+(B)+(C)+(D) 793 796 519 527 

部分直接償却 443 259 231 231 

比率　　(E)/総貸出 2.99 3.01 1.90 1.93  
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(図表15)不良債権処理状況 

  

(単体) (億円)

26/3月期 26/9月期 27/3月期

実績 実績 見込み

不良債権処理損失額(Ａ） ▲ 1 ▲ 84

個別貸倒引当金繰入額 10 ▲ 64

貸出金償却等(Ｃ) ▲ 11 ▲ 20

貸出金償却 5                   0                   

協定銀行等への資産売却損　(注1) -                   -                   

その他債権売却損 ▲ 16 ▲ 27

債権放棄損 -                   7                   

未払費用 -                   -                   

債権売却損失引当金繰入額 -                   -                   

特定債務者支援引当金繰入額 -                   -                   

特定海外債権引当勘定繰入 -                   -                   

偶発損失引当金繰入額 -                   -                   

一般貸倒引当金等繰入額(Ｂ)　（注2） 88                 9                   

合計(A)＋(B)　(注3) 87 ▲ 75 40                 

<参考>

貸倒引当金目的取崩による直接償却等(Ｄ) 75 1                   

グロス直接償却等(Ｃ)＋(Ｄ) 64 19                 

(連結) (億円)

26/3月期 26/9月期 27/3月期

実績 実績 見込み

不良債権処理損失額(Ａ） 6                   ▲ 93             

個別貸倒引当金繰入額 9                   ▲ 68             

貸出金償却等(Ｃ) ▲ 3               ▲ 25             

貸出金償却 13                 2                   

協定銀行等への資産売却損　(注1) -                   -                   

その他債権売却損 ▲ 15             ▲ 27             

債権放棄損 -                   -                   

未払費用 -                   -                   

債権売却損失引当金繰入額 -                   -                   

特定債務者支援引当金繰入額 -                   -                   

特定海外債権引当勘定繰入 -                   -                   

偶発損失引当金繰入額 -                   -                   

一般貸倒引当金等繰入額(Ｂ)　（注2） 93                 18                 

合計(A)＋(B)　(注3) 99                 ▲ 74             45 

<参考>

貸倒引当金目的取崩による直接償却等(Ｄ) 75                 0                   

グロス直接償却等(Ｃ)＋(Ｄ) 72                 ▲ 25             

(注1）金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５３条で定められた協定銀行等への債権売却損。

(注2）一般貸倒引当金等繰入額には、オフバランス取引信用リスク引当金繰入額を含む。

(注3)償却債権取立益を含まない。なお、27/3月期の償却債権取立益を含む不良債権処理額は、単体10億円、

連結15億円の見込み。  
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 (図表17)倒産先一覧 

（件、億円）

行内格付 件数 金額 件数 金額

A1 - - - -

A2 - - - -

A3, A4 - - - -

A5, A6 - - - -

A7, B1 - - - -

B2～B5 - - - -

B6～B8 - - - -

C1, C2 - - - -

C3 - - - -

D 1 1 -

E - - 1 

F - - -

なし - - - -

（注１）　小口（与信額50百万円未満）は除く。

（注２）　金額は貸出金ベース。

（参考）　金融再生法開示債権の状況

5 

403 

113 

27,134 

27,654 

正常債権

総与信残高

倒産１期前の行内格付 倒産半期前の行内格付

平成26年9月末実績(億円)

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

-

1 

-
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(図表18)評価損益総括表(平成26年 9月末、単体) 

 

有価証券 (億円)

残高 評価損益 評価益 評価損

有価証券 -               -               -               -               

債券 -               -               -               -               

株式 -               -               -               -               

その他 -               -               -               -               

金銭の信託 -               -               -               -               

有価証券 268            -               -               -               

債券 -               -               -               -               

株式 268            -               -               -               

その他 -               -               -               -               

金銭の信託 -               -               -               -               

有価証券 12,383        38              152            114            

債券 3,890          11              15              4               

株式 304            7               8               1               

その他（注） 8,189          20              129            109            

金銭の信託 -               -               -               -               

（注）子法人等に該当する投資事業組合等への出資金ならびに「買入金銭債権」中の信託受益権の一部を含む。

その他 (億円)

貸借対照表

価額 時価 評価損益 評価益 評価損

202 90 ▲ 112 -               112 

-               -               -               -               -               

-               5               5               29              24              

(注１)「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用不動産の再評価を

(実施している<実施時期  /  月>・実施していない)

(注２)デリバティブ取引、債務保証等の偶発債務に係る損益を含む。

その他資産(注２)

満
期
保
有
目
的

子
会
社
等

そ
の
他

事業用不動産（注１）

その他不動産
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(図表18)評価損益総括表(平成26年 9月末、連結) 

 

有価証券 (億円)

残高 評価損益 評価益 評価損

有価証券 -               -               -               -               

債券 -               -               -               -               

株式 -               -               -               -               

その他 -               -               -               -               

金銭の信託 -               -               -               -               

有価証券 6               -               -               -               

債券 -               -               -               -               

株式 6               -               -               -               

その他 -               -               -               -               

金銭の信託 -               -               -               -               

有価証券 12,204        40              154            114            

債券 3,936          11              15              4               

株式 304            7               8               1               

その他（注） 7,963          22              131            109            

金銭の信託 -               -               -               -               

（注）子法人等に該当する投資事業組合等への出資金ならびに「買入金銭債権」中の信託受益権の一部を含む。

その他 (億円)

貸借対照表

価額 時価 評価損益 評価益 評価損

202 90 ▲ 112 -               112 

-               -               -               -               -               

-               5               5               29              24              

(注１)「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用不動産の再評価を

(実施している<実施時期  /  月>・実施していない)

(注２)デリバティブ取引、債務保証等の偶発債務に係る損益を含む。

その他資産(注２)

満
期
保
有
目
的

子
会
社
等

そ
の
他

事業用不動産（注１）

その他不動産
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(図表19)オフバランス取引総括表 

 

(億円)

26/3月末 26/9月末 26/3月末 26/9月末

金融先物取引 474 1,015 16 37 

金利スワップ 251,127 255,189 4,628 4,578 

通貨スワップ 4,655 5,281 57 76 

先物外国為替取引 5,397 6,597 141 177 

金利オプションの買い 289 289 3 3 

通貨オプションの買い 845 1,342 27 43 

その他の金融派生商品 3,228 2,674 233 215 

一括ネッティング契約に
よる与信相当額削除効果

－ － 3,690 3,548 

合　　　計 266,016 272,387 1,414 1,581 

(注)自己資本比率規制ベースに原契約5営業日以内の取引を加えたもの。

契約金額・想定元本 信用リスク相当額(与信相当額)

 

 

 

 

 

 

(図表20)信用力別構成 

 
(億円)

格付BBB/Baa以上に
相当する信用力を有
する取引先

格付BB/Ba以下に相
当する信用力を有す
る取引先

その他(注) 合　　計

信用リスク相当額(与信相当額) 1,316 265 - 1,581 

信用コスト 586 73 - 658 

信用リスク量 731 192 - 923 

(注)個人取引(外貨定期)、格付がない先に対するインパクトローン関連取引等。  
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